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ナレッジマネジメントによる経営的課題の解決 
 

－全社最適へのＫＭ手法の提言－ 
 

アブストラクト 

 

１．当研究会におけるナレッジマネジメントの定義 

１９９０年代に入り、企業競争に勝ち残る要因の一つとしての知識への関心が高まって来た。様々な企業

においてナレッジマネジメント（以降、ＫＭと呼ぶ）の構築の重要性が叫ばれ、多国籍大企業の８０％でな

んらかのＫＭプロジェクトが現在推進されている。当分科会では、経営戦略の透明化ならびにそこにいたる

過程を具体化することを「ＫＭによる経営課題解決」としてとらえることとした。「知識の生産性をあげるこ

とこそ、マネジメントの責任である。知識は意味ある変化をもたらすために使われて、はじめて生産的とな

る。（Ｐ．ドラッカー）」を中心にすえ、戦略志向の組織体にするためには、すべての従業員が戦略を理解す

るとともに、その戦略がビジネスの成功に貢献するような方法で日々の活動を実施していくことが必要であ

ると仮定した。当分科会におけるＫＭの位置づけを右図に示す。企業には、経営者側にも知識があり、現場

側にも知識がある。これらの知識は、企業の知的資産の一部である。この埋没している資産（経営者側の潜

在的知識と現場側の潜在的知識）を具体

化し、互いに連関させ、結合化、内面化

させるとともに、先行指標と結果指標で

スパイラルに展開し、戦略志向の組織体

にする。つまり、非効率な再投資や浪費

をすることなく資産を有効活用し、将来

の財務業績の実現を図るとともに、企業

価値を向上させる。当分科会は、企業の

活性化と変革と発展を目的とした、トッ

プダウンのコミュニケーションを実現し、

技術、文化および習慣の組み合わせであ

る「全社最適へのＫＭ手法」を提言する

ものである。 

 

２．ナレッジマネジメントを実施する上での経営的課題 

まず、社会環境の急激な変化等により、企業経営（経営判断）の即断即決が必要となり、事業に関する情

報や知識の伝達速度の向上が急務となってきている。 

第２にこうした企業活動の中で様々な経営要素が企業の財務業績として目に見える形で現れるまでの因果関

係連鎖が、複雑化してきている。この複雑な連鎖を管理する手法が必要となってきている。 

そこで、企業のすべての活動を「企業価値向上」という目的に整合させ、上位の戦略計画を下位の末端従業

員にわかる形に翻訳し、効果的に伝達するフレームワークが必要とされている。 

 

３．経営的課題の解決 

 経営的課題、即ち、「事業戦略の遂行・事業目標の実現」のためには、将来業績を多面的に捉え、一元的に

連鎖管理する必要がある。つまり、トップのミッション、ビジョンを具体化し、それら全てを従業員が理解

し、各自の業務の意義・ミッションがどの経営課題の解決に貢献しているか、多面的な評価指標の連関を経

営に取り入れる必要がある。即ち、財務的な指標のみならず、非財務的な指標の抽出・管理・評価に有効な

手法の導入が必要となってきている。一般にトップダウンのコミュニケーション（経営管理）の流れは、 
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【全社戦略】⇒【ゼグメント戦略】⇒【部門戦略】⇒【個人戦略・目標】である。 

これら各フェーズの責任者の「決断プロセス（潜在的知識）」を形式知化し、具体化した評価指標連関を活用

し、フィードバックさせることで、双方向の「意識の統一（言語変換）」と「動機の明確化」を実現し、経営

課題を解決する。この手法を組織や個人に根付かせることを「ナレッジマネジメントによる経営的課題解決」

とする。 

 

３．１全社戦略 

Robert Kaplan と David Norton により提唱された業績評価基準モデルの Balanced Scorecard は、【財務】

【顧客】【内部プロセス】【学習と成長】という４つの視点から業績評価基準を設定することにより、【財務と

非財務】【内部と外部】【短期と長期】【過去と将来】等についてバランスのとれた業績評価基準を導き出すこ

とができる。即ち、企業の中・長期的な発展に欠かせない要素を戦略目標として設定し、この段階で戦略目

標と要素・視点（先行指標と結果指標）の関係（戦略マップ）を明確にし、多面的な行動指標を各指標に連

関させる。特に重要な結果指標をＫＰＩ（重要業績指標:Key Performance Indicators）として抽出し、経営

者の目標を具体化する。そして、４つの視点と戦略目標、結果指標、先行指標、重点業績指標の要素を一枚

の因果関係図にまとめる。 

 

３．２事業戦略 

 事業には、シェアードサービスユニットとビジネスユニットの２つの観点がある。事業戦略策定では、全

社の戦略マップをもとに各ユニットでの成功要因を抽出することがポイントとなる。まず、戦略マップの重

要度とＫＰＩにより、先行指標と結果指標を明確にし、ユニット戦略の成功要因を抽出する。つまり、ミド

ルマネジャー層の潜在的知識（戦略判断）をこの過程において具体化する。当分科会が提案するＫＳＦ(Key 

Success Factor)シートを活用することにより、この段階で、各社の Base of Competition を明確にすること

ができる。しかし、成功要因と Base of Competition が、必ずしも一致するとは限らない。一致すれば問題

ないが、一致しなかった場合、「企業の Base of Competition に沿った全社戦略に変更するか、全社戦略を実

現する仕組みを創造するか」の経営判断が必要となる。 

 次に、これまでに明確になった成功要因に対して、重要度と達成状況の指標で、４つのカテゴリ【スター

ト、ストップ、継続的な改善、優先順位付け】に分類し、スタート、継続的な改善、優先順位付けのカテゴ

リの成功要因から部門戦略マップを明確にする。 

 

３．３部門戦略・個人戦略 

 ここでは、事業戦略で明確になった部門戦略マップを元に、それを実現するために必要な資産と活動を明

確にし、従業員一人一人の行動指針や目標管理に連関させる。当分科会が提案するアクションシートを活用

すれば、実施項目、目標（指標、目標値）を明確に設定できるとともに、非財務的な無形資産である知識資

産(Knowledge Asset)のカテゴリ分類が可能となる。また、実施項目の実現に必要なさまざまな発生源を分類

可能であり、全社戦略の戦略目標との連関も可能としている。 

 この段階で、「各従業員が日々の業務で何をすべきか、何のために実施するか」＝「全社戦略の戦略目標と

の連関」を理解することが可能となる。即ち、個人戦略の評価指標が明確になるとともに、全従業員の目標

管理が可能となる。 

 

４．まとめ 

 これまで述べた経営的手法により、経営者から現場までの知のスパイラルを実施し、「１）戦略を現場の言

葉に置き換える。２）組織を戦略に方向づける。３）戦略を全社員の日々の業務に落とし込む。４）戦略を

継続的なプロセスにする。５）エグゼプティブのリーダーシップを通じて変革を促す。」を実現し、全社戦略

の革新を可能とする。即ち、経営者のビジョン（戦略）を体系的に整理し、戦略目標、成果尺度の因果関係

を戦略マップ、ＫＳＦ、アクションシートに結び付け、経営者から現場までの意思疎通を図ることを可能と

する。当分科会で提言する「ＫＭによる経営的課題の解決－全社最適へのＫＭ手法の提言－」を活用し、経

営課題に取り組み、現在から将来にかけての財務業績を安定的に実現するとともに、日本的経営の良さを生

かしながら、２１世紀型の知識経営を実現することを期待するものである。 
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ソフトウェアプロセス改善のためのＣＭＭ導入指針 
 

－デスマーチからの脱出－ 
 

アブストラクト 

 

この報告書は、ソフトウェア開発において少しでもプロジェクト活動や組織活動の改善を考えている人々

にプロセス改善手法の 1つであるＳＷ－ＣＭＭ(SoftWare-Capability Maturity Model、以下、ＣＭＭと称す)

導入へのトビラを開くものである。 

 

昨今、「ソフトウェアの進捗がわからない」とか「いつも

技術者は８０％終わっているといっているが、いつまでた

っても作業の完了する気配がない」などの管理者や調達側

からの不満の声が絶えない。また技術者からも、「矢継ぎ早

の仕様変更や修正でプロジェクトの終わりがわからない」

と不満の声が聞こえてくる。このような不満は、ソフトウ

ェア依存型社会となった現在の中で、ソフトウェアの開発

側と共に調達側も含め、混沌とした状態の中に渦巻いてい

る。では、更に加速すると思われるソフトウェア依存型社

会からの要求過多への対応、そして「混沌とした状態⇒泥

沼化した状態⇒デスマーチ」から抜け出す為にはどうした

らよいのか。 

本分科会は、この問いに答えるキーワードが「フロー」

と「プロセス」にあることを突き止めた。このフローとは

単なる手順や作業の流れであり、プロセスとはフローに目

的や入力そして出力などを明確にした活動を伴うものであ

る。現在の開発を取り巻く環境は、良くも悪くも急速に変

化している。この環境下でフロー思考による作業手順を決

めているようでは、作業変化に伴ったいくつもの分岐を生

み出していく中で、改版が永遠に追いつくことはできない。

我々は、この変化に対応する柔軟な品質システムを早急に

構築し、より良いものに改善し進化させていかなくてはな

らない。それが、「フロー思考からの脱却、そしてプロセス

思考への取り組み」である 

本分科会は、デスマーチ打破のため、プロジェクトや組

織の活動全ての中に品質があると捉え、色々な品質改善モ

デルの中からＣＭＭに着目し研究した結果、我々はプロセ

スを継続的に進化させていく仕組み作りとしてＳＰＩ（ソフトウェアプロセス改善）モデルであるＣＭＭが

我々のニーズに沿ったものであることを確信した。そこで、本分科会の目的を「デスマーチから脱出する手

段の一つとしてＣＭＭの考え方を理解し活用し、国際的な競争力の強化を図る」ための研究とし、その研究

成果として、プロジェクトがデスマーチから脱出するためのＣＭＭ導入手順と導入において有用となるツー

ルを提供する。特にツール類（具体的アウトプット）の「ＫＰＡ分析資料」は６ヶ月かけ作成した力作であ

る。この「ＫＰＡ分析資料」を元に「教育訓練資料 １＆２」は、ＣＭＭの導入を目指す方々の理解の助け

や組織内メンバのトレーニングに自信を持って提供できるものである。また本分科会では、ＣＭＭ導入企業

下記のグラフは、 

ＣＭＭ導入における改善の例である。 

[見積もり開発期間と実績開発期間比率] 
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（内レベル２が１社、レベル３が３社）におもむき、ＣＭＭ導入から今日までのプロセス改善活動に関する

調査を実施した。本論文中の数値は主にこの調査によるものである。 

 

1章 ＣＭＭ導入の準備活動 

プロセス改善のためにＣＭＭのレベル２のキープラクティス(要求事項)を導入する組織に必要となる計画、

体制、教育訓練、各種の手順書について提言している。ＣＭＭのレベル２に達成するために必要な期間は、

ＣＭＭを開発したＣＭＵ－ＳＥＩ(Carnegie Mellon University-Software Engineering Institute、以下、

ＳＥＩと称す)のデータでは約２７ヶ月である。この期間には、準備活動と準備したプロセスの正当性検証の

ためのパイロットプロジェクト活動が含まれ、プロセス改善を実施する組織の現状の成熟度（スタートライ

ン）によって異なる。 

準備活動の中で注意を要する作業はＣＭＭのキープラクティスを理解することである。本分科会の研究の

中でもキープラクティスの理解に半年を費やした。その成果が具体的アウトプットに納められている。 

2章 実行 

裏役の概略説明、影響する場面（プロセス）、留意点について提言している。ＣＭＭの考え方に沿ってプロ

ジェクトを進めるためには、直接作業を行うプロジェクト以外の役割に目を向ける必要がある。表舞台に登

場するのはプロジェクトメンバだが、その他に裏役として重要な役割のある人たちがいる。ＣＭＭでは、こ

れら裏役が無くてはならない存在である。日本に於いては、「役職」と「役割」が一致していることが多い。

しかし、ＣＭＭの考えでは、必ずしも一致していない事を充分留意する必要がある。出きる人（力量の有る

人、必要な訓練を受けた人）が、役割を果たすのがあたりまえである。 

3章 評価 

効果的に継続するために、プロセス改善活動の中で実施される評価方法としてアセスメント、メトリクス、

結果報告について提言している。一般的に評価は、ＩＤＥＡＬ(Initiating Diagnosing Establishing Acting 

Learning)モデルの診断の段階で行われる。 

アセスメントを適切な時期に実施することにより、現在のプロセス改善活動のチェックを行い、現状を認

識し、プロセスの改善を支援することに利用する。 

「測定できないことは、制御できない」という有名な言葉があるが、プロセス改善計画を確立するために

は、データの計測及び分析という、いわゆるメトリクスの活用が重要である。プロジェクトの効率性の改善

策について正確に理解するためにも必要不可欠である。 

当初、本分科会メンバの多くは、プロジェクトの規模や会社による状況が異なるため分析や報告をどのよ

うに行えばよいのか悩んだ。この章では、例として同じように悩んでいる人たちに少しでもよりどころを得

てもらえる手法を挙げたので参考にしていただきたい。 

4章 おわりに 

このデスマーチ・プロジェクトとは、次のどちらかの項目に該当するプロジェクトを指している。 

② 「プロジェクトのパラメータ」が正常値を 50%以上超過しているもの 

③ 公正かつ客観的にプロジェクトのリスク分析（技術要因の分析，人員の解析，法的分析，政治

的要因の分析も含む）をした場合，失敗する確率が 50%を越えるもの 

（エドワード・ヨードン著 松原友夫／山浦恒央訳：デスマーチ なぜソフトウェア・プロジェク

トは混乱すのか、シイエム・シイ、2001 年 1月、ISBN4-8101-8982-1） 

我々は、ＣＭＭのＫＰＡ（キープロセスエリア）を活用し、自社に根付いているソフトウェア開発の悪い

癖を直すことが必要であると判断した。しかし、この癖は、人間の癖と同様に即座に直すことはできず、ま

た気を抜くとすぐに現れてくるものである。我々は、過去の遺物としての悪い癖を組織として認識し、ステ

ップ・バイ・ステップで自社の分析結果をもとに解決し、良い癖をつけることがデス・マーチから早期に脱

出する糸口であると本分科会の研究および訪問企業先のインタビュー結果を通じ確信を持った。 

我々は、本分科会の活動を通しＫＰＡがプロジェクトや組織活動の基本的なものから要求していることを

知り、その中でとりわけ関係者間との「コミットメント」の大切さと「プロセス思考」で活動を行うことの

大切さを知った。また、ソフトウェアのプロセス改善を進めるにあたりＣＭＭの導入は非常に効果があると

判断した。ただし、ＣＭＭは、プロセス改善の道具であり、銀の弾丸になったり、ステータスを得るもので

はないことを理解することが大切である。 
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ファンクションポイントによる 

規模見積もり／生産性指標の研究 
 

すぐできる誰でもできるＦＰ法～ＬＳ研モデルの活用～ 
 

アブストラクト 

 

何故ＦＰ(Function Point)法は普及しないのか？ ～ＬＳ研モデルの提案～ 

アプリケーション規模を計測するＦＰ法は、１９７５年に発案されその後改良を重ねてきたが、何故２５

年以上もたった現在、導入されている企業、事例が少ないのか？ 当分科会でも、９社中２社が導入及び導

入検討中で、残り７社は未導入及び導入予定なしと言った状況下にある。 

普及しない理由として、計測そのものが難しい、早期に見積もれない、またデータ中心設計が基本、と言

ったさまざまな課題が分科会を進めるなか浮かび上がり、これらの課題解決に向けて、ＬＳ研算出法ならび

にＬＳ研モデルを発案し、提案するものである。 

・ＬＳ研算出法 

買い手と作り手が同じ視点で会話のできる機能中心設計により、早期に簡単にＦＰ値が見積もれる

手法。 

・ＬＳ研モデル 

商談から評価にいたる各フェーズに応じたＬＳ研算出法を含む各種ＦＰ法の活用を体系化したモデ

ル。ＦＰ法の理解・普及を促進するのに有益なモデル。 

 

1. 機能規模見積もりの必要性 ～手間の見積もりから価値の見積もりへ～ 

従来のアプリケーション開発では、プラットホーム及び言語が固定されていたため、ＬＯＣ(Lines of Code)

を使用した規模見積もりで特に問題はなかった。しかし最近はプラットホームや言語の多様化、また部品化

等の開発技術の違いにより、一概にＬＯＣ換算では適切なアプリケーションの規模見積もりが出来ない状況

になってきている。 

ＬＯＣ換算は、何ライン作って何ぼのもので、作り手の作業量、手間に応じた見積もりが基本となってい

る。極端な話、作り方によって見積もりが増減する事もあり、買い手には見えない世界、また見せたくない

世界でもあった。逆に買い手は見えない世界を嫌い、見積もりの妥当性を判断できる共通な尺度の提示を希

望しており、アプリケーションの価値、すなわち機能規模を見積もる必要がでてきた。 

 

2. ＦＰとは 

 2.1 規模値としての共通尺度（ものさし） 

ＦＰとはアプリケーションの機能規模を計測した客観的な共通尺度である。言語、開発技術、開発環

境、プラットホームが異なっていても変わらない値である。 

ＦＰを求めるには、ＩＦＰＵＧ(International Function Point Users Group)法、ＭＡＲＫⅡ法、 

３Ｄファンクション法、ＦＦＤ法等があるが、一般的に事務処理系で広く認知されているＩＦＰＵＧ法

が標準とされている。当分科会でも、ＩＦＰＵＧ法を標準と位置付けた。 

2.2 ＩＦＰＵＧ法の課題 

ＩＦＰＵＧ法の課題としては、主として以下の２点が挙げられる。 

① 開発工程がある程度進んで、設計仕様が確定されていないと、正確なＦＰ値計測が出来ない。 

② 早期に見積もるための、各種簡便法があるが、データ中心設計を基準としているため、買い手に

は理解しづらいものである。 
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3. ＬＳ研算出法 

 3.1 ＬＳ研算出法のコンセプト 

商談時には、設計仕様確定が必要とされるＩＦＰ

ＵＧ法では見積もりができない。早期にＦＰ値を計

測する手法として、ＯＦＭ法、ＦＰ試算法等がある

が、以下の２点の課題がある。 

① データ中心設計を基準としているため、買い

手には理解しづらい。 

② 精度が高いとは言いがたく、商談時の見積も

りには使用できない。 

また、商談時には、データ構造が明確になっていないケースもある。そこで、買い手と作り手の共通

視点である「機能」に着眼したＦＰ値算出法を考案した。 

3.2 ＬＳ研算出法 「ＦＰ＝機能数×係数」 

具体的には、２０件の計測実績を元に、以下の３つの式を考案した。 

① ＦＰ ＝ （ＥＩ数×４＋ＥＯ数×５＋ＥＱ数×４）× １．３４  

② ＦＰ ＝ （ＥＩ数×４．５０）＋（ＥＯ数×７．９４）＋（ＥＱ数×５．３１） 

③ ＦＰ ＝ （ＥＩ数＋ＥＯ数＋ＥＱ数）× ５．７４ 

*ＥＩ、ＥＯ、ＥＱとは機能のタイプでありＩＦＰＵＧ法に準拠している。 

 

4. ＬＳ研モデル 

4.1 ＬＳ研モデルのコンセプト 

「ＬＳ研モデル」は、ＦＰ値見積もりの精度向上を

図ることを目的としたプロセスの全体像である。 

① 「ＬＳ研算出法」による早期段階でのＦＰ値計

測をベースとして、商談から構築に至る各フェ

ーズに最適な計測方法を使用して、段階的にＦ

Ｐ値を求め見積もり精度を高めて行くプロセス。 

② 評価フェーズにおいて、計測データを蓄積、分

析することにより、「ＬＳ研算出法」の係数自体を

見直し、早期見積もりの精度向上を図るプロセス。 

4.2 ＬＳ研モデル適用に向けた工夫 ～ＬＳ研モデル活用ツール提供～ 

このＬＳ研モデルを誰もが簡単に活用できるようにするために、ツールを作成し提供する。 

① ＦＰ値計測機能 

・機能一覧入力    → ＬＳ研算出法によるＦＰ値計測 

・ファイル一覧入力  → ＯＦＭ法、ＦＰ試算法によるＦＰ値計測 

*機能・ファイル共に入力された段階でＳＰＲ法、ＦＰ概算法によるＦＰ値計測 

・難易度入力     → ＩＦＰＵＧ法によるＦＰ値計測 

② フィードバック機能 

・蓄積データ回帰分析 → 必要に応じてＬＳ研算出法係数を見直し反映 

 

5. 提言 

① 共通尺度であるＦＰによる見積もりを実施すれば、従来のＬＯＣや人月による見積もりから曖昧

さが排除され、買い手も作り手の提示する見積もりを検証することが可能となる。 

② 人月にかわる単位はＦＰ、単価／人月にかわる単位は単価／ＦＰである。 

③ ＦＰ値を計測すれば生産性や品質が向上するのか？ 答えは“Ｎｏ!”である。 

しかし、共通の尺度で計測する事もせずに、生産性や品質を向上させる事が出来るのか？ 

その答えも、また“Ｎｏ!”である。 

早期見積もり 共通の視点 

「機能」による見積もり 

IFPUG 法 ？ ﾃﾞｰﾀ中心 ？ 

図 1 ＬＳ研算出法のコンセプト 

図 2 ＬＳ研モデルのコンセプト 
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ＩＭＴ２０００のビジネスユースへの活用 
 

－次世代携帯電話の現実－ 
 

アブストラクト 

 

1. 研究の背景 

1999年2月からスタートしたi-modeは、日本のインターネット人口を世界のトップレベルにまで押し上げ

た。また、情報のマルチメディア化と通信の高速化に応えるべく、2001年10月には世界に先駆けNTTドコモが

第3世代携帯電話による商用サービス「FOMA」を開始。2002年4月にはKDDIがcdma2000 1Xを開始する(予定)。 

携帯電話は単なる通話の道具という枠を越え、データ通信／情報端末という地位を築きつつある。 

 

当分科会ではIMT-2000サービスの開始を「事務所とそれ以外の場所をシームレスにつなげ、業務効率を向

上したい」という従来の要望を実現し、本格的なビジネス利用を促す契機と捉え、「IMT- 2000とは何か？」

「新たな企業の通信インフラになり得るのか？」という問いに答えることを研究の目的とした。 

 

2. IMT-2000 とは？ 

分科会では先ず「IMT-2000 とは何か？」に答えるべく調査を開始し、その技術的特徴は 

・通信品質／速度の向上 

・マルチアクセス 

・UIM の実装 

であり、これらの特徴を持った端末が「いつでもどこでも

使える(ようになる)」ことであると結論付けた。 

さらに、「リモートアクセスを企業活動に浸透させてい

くための用件は何か？」という議論を通じ、 

・確実な本人認証 

・通信コストの低廉化 

がリモートアクセスの発展に欠かせないという共通認識に

至った。 

 

3. 利用シーンの発掘でわかったこと 

次に我々が IMT-2000 の特徴として抽出した各項目について、「従来の企業活動に対してどのような付加価

値を提供できるのか？」を念頭におき、利用シーンの発掘を行った。以下はその抜粋。 

 

即時議事録作成 

定点観測 

社内状況のリアルタイム監視 
1 通信品質／速度の向上 

テレビ電話 

音声認証によるデータ通信 
2 マルチアクセス 

音声によるナビゲーションとデータ通信の併用 

単一アカウントによる複数機器の使い分け 
3 UIM の実装 

セキュリティ／認証への活用 

この利用シーンの発掘作業を通じ、「マルチアクセス」機能と「UIM の実装」に分科会メンバが も期待し

た用途が、「確実な個人認証手段」への活用であることが明らかになった。 

IP データ通信、 

IP 電話 

音声通話 

電話として利用 
データ通信 

データ通信 

無線 LAN と機能補完 

テレビ電話 

同時に実現 

UIM カード個人認証 

『いつでもどこでも』 

個人が持ち歩く 
移動体通信コア端末 

Bluetooth 

IMT-2000 
マルチアクセス 
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4. IMT-2000 の評価 

さらに分科会では、「仕様は期待通りの性能を示すか？」と「我々の要件を満たすか？」という観点から、

2001 年 12 月時点で唯一サービスを開始していた FOMA 端末を使って IMT-2000 サービスを評価し、あるべき

姿への課題を分析した。 

(1) 通信品質 

通信品質(通話やテレビ電話の画像など含む)は、サービス開始から日が浅いにも関わらず固定電話に匹敵

する通信品質を示し、満足のいく結果を示した。 

(2) 通信速度 

速度については 170Kbps と期待を若干下回る結果(期待 384K の 45％)を示したが、インフラの整備／充実

に伴い解消されるものと思われる。 

(3) マルチアクセス 

マルチアクセス機能は IMT-2000 ならではの特徴であり、音声認証との連携などにより、企業への導入を促

す要素となり得る。 

(4) UIM (USIM：Universal Subscriber Identity Module カード規格の ICカード) 

UIM については、未だカードの容量自体小さく、また、キャリアとその他のユー

ザとの間の運用ルール(使用領域など)が定まっていないのが現状であり、本来持

っている可能性を活かせる状況にないと言わざるを得ない。しかしながら、容量

の拡大と運用ルールの策定(ユーザ領域の開放)次第によっては、企業への普及

を促す重要な要素となり得る。 

(5) 通信コスト 

従来のテキストベースのコンテンツを閲覧／ダウンロードする限りにおいては通信コストに大きな違いは

見られなかった。しかしながら、今後増加が予想されるマルチメディア／リッチコンテンツによる通信や、

定額 PHS の登場などを考慮すると、定額制を含めた利用料金の低廉化が必要(インフラコストの回収を考え

ると非常に困難であることが予想されるが、キャリア間の競争で価格が下がることに期待)。 

 

5. 普及・導入のトリガ 

分科会では 後に、企業が IMT-2000 を導入するためのトリガは何かについて議論し以下の結論に至った。 

(1)セキュリティ(本人認証)の確保 

企業への導入を考えた場合、「セキュリティの確保」が も重要な要素。特に、通信の暗号化が SSL により

提供可能なことを考慮すると、「確実、且つ利便性が高い」本人認証手段の提供が企業への導入（出張精算、

見積り等）の大きな要因となり得る。分科会では IMT-2000 の黎明から普及期における大きなビジネスチャ

ンスがここにあると考える。 

(2)サービスエリアの拡大 

サービスエリアの拡大が IMT-2000 の普及／導入に欠かせないという結論は、我々に「モバイル」とは何か

に対する答えを教えてくれた。モバイルの本質は「いつでも、どこでも」であり、無線 LAN や Bluetooth

をはじめとする他の無線技術／サービスでは「モバイル」の実現はなし得ない。逆にサービスエリアの拡

大なくしては、IMT-2000 の存在意義はないとさえ言える。 

(3)定額制の実現 

利用シーンとして土木、医療などの分野や、移動体と組み合わせた活用は期待できるものの、データ量の

増加に伴う通信コストを考えると目的や用途が限られてしまう。広く企業の通信インフラとして浸透させ

ていくためには、定額制、または、それに準じた通信価格の設定がどうしても必要と考える。 

 

6. まとめ 

我々は分科会での議論と調査を通じ、IMT-2000 の現状と企業に導入するための要件と課題を明らかにした。

本報告書が IMT-2000 とは何かを理解し、企業に導入する際の一助となることを願っている。 

我々の「手のひら」ではじまるマルチメディアに対する期待は大きい。 

 

 

NTT ドコモ FOMA カード 

(UIM) 
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シンクライアントの活用と評価 
 

－“新”クライアントの常識！－ 
 

アブストラクト 

 

パーソナルコンピュータ(以下、PC)の運用保守のコストを削減し、できるだけ現在使用している PCを長く

使い続けたいという考えから、機能をサーバに集約し、クライアントにはサーバへアクセスするためだけの

必要 低限の機能を持たせた形態（サーバ集中型）が注目されるようになった。 

当分科会では、このような新しい流れの形態を持ったコンピュータシステムを「シンクライアントシステ

ム」と呼び、その有効性を導き出すことに重点を置いて研究を行った。 

 

 

１．シンクライアントシステムの現状 

アプリケーションソフトなどの資源をサーバに集中させ、サーバとクライアントの間で 小限の情報のみ

をやりとりするシンクライアントの形態として、Windows 2000 Server の 1機能であるターミナルサービス

が主流である。ターミナルサービスの技術をベースとして、シンクライアントシステムの適用範囲を広げる

代表的な製品である MetaFrame を研究材料とすることにした。 

 

２．シンクライアントシステムの形態 

シンクライアントシステムには、クライアントマシンとして専用端末を導入する方法と既存の PCはそのま

までシステムの一部をシンクライアント化する方法の２パターンがある。（以下の表を参照） 

 

【シンクライアントシステム形態の比較】 

項目 専用端末によるシンクライアントシステム 既存 PC を活用したシンクライアントシステム 

形態 
クライアント側にプログラムやデータの保存は不可 

専用端末上でアプリケーションソフトは実行不可 

クライアント側にプログラムやデータの保存が可能 

PC 上でアプリケーションソフトは実行可能 

システムの対障害性／耐久性の向上 

既存システムを有効利用した問題解決の１つ 

・PC リプレース費用削減 

・レスポンス改善 

・混在する PC 環境への対応 

目的／効果 

運用保守費の削減 

対象システム 新規システム 既存システム 

適応業務 

特殊な環境での利用 

・不特定多数が利用（キオスク端末） 

・劣悪な環境条件（工場や野外など） 

・病院等の特別な環境条件 

一般的なオフィスでの利用 

・社内の基幹系業務 

・社内の情報系業務 

 

 

分科会では、後者に関して多くの実例があり、その導入実績から既存業務システムに対するソリューショ

ンとして有効なものであると判断した。そこで、さらに一歩進み、どのような業務形態に適用することがも

っとも有効なのか、また、その効果はどの程度なのか、といった点を具体的に示す方法を検討した。 

 

３．シンクライアントシステムの適用ガイド 

シンクライアントシステムとして十分な実績とシェアを持つ MetaFrame を対象として、既存の業務システ

ムをシンクライアントシステムへ適用する場合の効率的な適用手順を次表のようにまとめた。また、適用時

の注意事項、適用効果やコストにも言及し、適用手順と合わせて適用ガイドとした。
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【シンクライアントシステム適用手順】 

適用項目 概要 

① 業務システムの分析 関係者にヒアリングを行い、現行の業務システムの問題点や改善点を洗い出す。 

② シンクライアントシステム 

の適用評価 

業務システムの分析結果をもとに、シンクライアントシステムで移行できるどう

かの判断を行う。 

③ 現行システムの適合性チェック 既存システムがマルチユーザ対応であるかの確認を行う。 

④ 初期導入費の見積もり シンクライアントシステム導入に際してかかるコストを見積もる。 

⑤ 運用費の見積もり シンクライアントシステム導入による、運用費の削減効果を見積もる。 

⑥ プロトタイプによる動作検証 プロトタイプを使用して、動作検証やレスポンス等を評価する。 

⑦ 導入計画／運用計画の立案 
導入作業の手順やスケジュール、さらに導入後の効果的な運用方法について計画

する。 

⑧ 導入作業 導入計画に沿って、シンクライアントシステムを導入する。 

⑨ 運用作業 
運用計画に沿って運用を実施する。運用上で問題が発生した場合は原因および改

善策を検討する。 

 

４．シンクライアントシステムの評価 

シンクライアントシステムを適用するモデルシステムを、大きく３つのシステム構成（クライアント／サ

ーバシステム、ホストシステム、OAシステム）に分類し、各システム構成へのシンクライアントシステム適

用を検討し、効率性、信頼性、経済性等の観点から評価を行った。 

 

(1) クライアント／サーバシステムに適用した場合 

ほとんどの評価項目において、適用効果が得られる。コスト面で初期導入費が発生するが、運用保

守費の削減効果で相殺できるため、総合的に評価すると適用効果は高い。 

(2) ホストシステムに適用した場合 

適用効果が得られる面もあるが、逆にマイナス効果になる面（移行性や信頼性等）もあるため、総

合的に評価すると適用効果は低い。 

(3) OA システムに適用した場合 

システムの拡張性や運用保守性については適用効果が得られるが、その他の多くの面でマイナス効

果となるため、総合的に評価すると適用効果はない。（マイナス効果） 

 

５．シンクライアントシステムの将来 

シンクライアントシステムが徐々に浸透しているのは疑いのない事実である。しかし、その速度は緩やか

に思える。分科会では、今後爆発的な普及や発展を求めるには、以下の 4項目の実現性が鍵を握ると考えた。 

 

(1) 動作可能アプリケーション（市販製品）の増大 

(2) 大量印刷への対応 

(3) クライアント端末の管理フリー化 

(4) ライセンスの無償化 

 

 

当分科会ではシンクライアントの有効性に関して調査・研究を行ってきたが、シンクライアントシステム

は、少ない設備投資で生産性は上げるという難しい条件を、短い期間であまりお金をかけずにクリアするソ

リューションとして、かなり有効な手段であるということを検証出来た。 

さらに一歩踏み込んで、シンクライアントシステムを適用する際に必要となるであろう考え方とプロセス

を明確に導き出せたと考えている。 

シンクライアントシステムを取り巻く環境の変化は激しく、導入を実現・検討している企業も多い。 

また、さらに技術革新が進み、導入が容易に行えるようになっていくであろう。 

この１年の成果が、シンクライアントシステム適用の手助けや新システム構築の参考となるだけに止まら

ず、企業の業務改善、新ビジネスの構築、経営戦略等に結び付いていくことを切に願う次第である。 
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EAI によるビジネス統合への取り組み 
 

－見えてきた Ｂ２Ｂへの第一歩！！－ 
 

アブストラクト 

 

1．ＥＡＩへの期待 

 目まぐるしく進化するＩＴ技術により経営からシステムへの要求は「進化の速さ」である。どんなにすば 

らしいシステムであっても必要なタイミングにサービスを提供することができなければ何の意味もないこと 

になる。このように経営がシステム対応のスピードを求めれば求めるほど既存資産も利用しつつ新規システ 

ムを継ぎ足してゆく「つぎはぎ」アーキテクチャになる。この「つぎはぎ」システムの構築をシンプルにし、

かつ、開発スピードと進化のスピードに見合った償却を意識した開発コストの低減の切り札としてＥＡＩ

(Enterprise Application Integration：以下ＥＡＩ）が注目を浴びている。 

 

2．研究の目的 

2.1 研究の目的 

 開発スピードとコストを低減させるツールとして概念が先行しがちなＥＡＩについてその実態を理解し、

Ｂ２Ｂを中心としたビジネス統合にむけた適用検討のポイントを整理することを当分科会の目的とした。 

2.2 研究の手順 

 (1)ＥＡＩの機能概要と市場の動向を調査・研究する。 

 (2)システム連携の基本を理解しＥＡＩによるシステム統合のポイントと手法を研究する。 

 (3)新規機能として注目されるプロセス統合やＢ２Ｂ対応機能について調査・検証する。 

 (4)ＥＡＩの適用シーンを研究する。 

 (5)Ｂ２Ｂによる企業システムへのインパクトとＥＡＩの果たす役割について研究する。 

 (6)ＥＡＩ適用検討時のポイントをまとめる。 

 

3．研究の成果 

3.1 Ｂ２Ｂからの企業システムへのインパクトとＥＡＩの役割 

 いくつか想定されるＥＡＩの適用シーンのうち、

も有効と思われるもののひとつがＢ２Ｂ対応である。

CIIやRosettaNetをはじめとする標準化が進んでいる

が実際の取引はその標準や取引先企業システムと自社

システムのギャップ（タイミング・プロセス・ルール・

項目）をビジネス上で取り決められた時期までに如何

に埋めて行くかが大きなテーマである。多種多様なギ

ャップは基幹システムでは吸収できずに外部システム

に切り出されることになり、システム間の連携はもち

ろん、人手による作業（判断を含めた）の統合を実現

する必要がある。ＥＡＩはシステム連携機能とプロセ

ス統合機能によりこれらの課題を解決し、「システム

開発（進化）のスピード」と「開発コストの低減」を

支える次世代アーキテクチャといえる。          図 1 B2B のインパクトと EAI への期待 

3.2 ＥＡＩによるシステム統合のポイント 

 システム間の連携にはいくつかの特徴があり、実現すべきビジネスではどの連携が要求されているかを理

B2Bのインパクト
☆リアルタイム化 ☆処理の自動化 ☆プロセスの可視化

☆標準化への対応 ☆開発期間の短縮化

ＥＡＩへの期待

プロセスの再構築が必要

取引のギャップをうめる
（ システム ＋ 人 ）

よりリアルタイムに近い自動化

システムの外部切り出し
既存システムへの影響
を局所化

人の判断を含めた
作業をルール化

外部切り出したシステムやルール化した作業をつなぎ、自動化
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解しインタフェース方式を決定する必要がある。 

ＥＡＩの適用を検討するにあたっても、要求される連携方式の特徴を把握したうえでソース・システムと

ターゲット・システムの振る舞いに着目し、次にＥＡＩサーバとの振る舞いを検討する。要求されるビジネ

スの実現を確保した後、個々のシステム特有のインタフェース要件をアダプタ・ルーティング・フォーマッ

ト変換の各機能でどのように吸収してゆくかを検討する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.3 プロセス統合のポイントと課題 －企業間取引（Ｂ２Ｂ／ＥＤＩ）を内から支えるＥＡＩ－ 

                                                   プロセス統合は、データ・条件・アクションの３要      

                         素から成り立ち、単なる処理の順番を定義するだけ

ではなく、ルール化された業務の自動化を実現する。

不特定多数の取引相手とのＢ２Ｂ取引において多

種多様なルールへ対応する機能は必須のものとな

る。そして、自動化を実現するために各システム間

および人をつなぐ連携を実現するＥＡＩは、企業間

取引・プロセス統合を支える重要なインフラである。 

                          しかし、そのプロセス統合が実際にはあまり実現

されていない。その要因は、柔軟なプロセスが求め

られるほど処理の単位がロジックに近い単位へ極

小化される必要があることである。 

 

 

3.4 ＥＡＩの適用検討手順 －ＥＡＩ適用検討ガイド－ 

 先の研究でまとめられたＥＡＩ適用時の各ポイントを実際の検討プロセスではどのように使用すればよい

か。我々はシステム開発におけるＥＡＩ適用検討について、概念設計の「業務シナリオの識別」「プロセス機

能要件の識別」「インタフェース要件の識別」「ＥＡＩの適用検討」に着目し、手順・ポイントを整備した。 

 

 

 

 

 

 

図４ 適用検討アプローチと適用判断のポイント 

 

4. おわりに 

 現在ＥＡＩは、データ統合・アプリケーション統合といった“つなぎ”の道具としてしか適用されていな

い。しかし、その機能から評価すれば、「システム進化の速さ」「新しい価値の創造」を実現する有効なミド

ルウェアであり、Ｂ２Ｂ時代の要求に迅速に対応できる企業システムの土台となりうる。 

来るべきＢ２Ｂ時代にむけて、企業はシステムの短期的目標（計画）と中長期的目標（計画）を見直し、

ＥＡＩを土台とした企業システムアーキテクチャの見直しに着手する時機である。 

図２ ＥＡＩによるシステム連携モデルとＥＡＩによるシステム統合のポイント 

◆連携するシステム間の振る舞いを実現すべきビジネ
モデルをもとに決定する 

◆システム間の振る舞いを決めた後、ＥＡＩによる連
モデルを検討する 

ＥＡＩによるシステム統合のポイント 

・ＥＡＩとソース／ターゲットシステム間の振る舞い 
・パッケージやＤＢのインタフェースの吸収 
・ターゲットシステムの処理要件（直接更新可能か）

ルール。従うべき条件群。

処理。ボタンを押すと画面

が表示されるというようなもの

アクションは、大きいものではひとつの

システム、小さなものではプログラム中
のひとつの命令（ロジック）。オブジェク
トとして捉えても良い。

各システムと人との間で共有
される情報

◆イベントデータ

このプロセスを動かすキッカケとなる

データ

◆インタフェース・データ

各システム間や人との間で共有され

るデータ

◆コンディション・データ

条件・ルールに従い処理を実行する
ために必要なデータ。処理結果やイ

ンタフェースデータの一部

要素１：データ

要素２：条件

プロセス統合

要素３：アクション

プロセス統合を支えるＥＡＩ基本機能
複数システム間や人を含めたプロセス定義によって定義された業務プロセスの実行は
ＥＡＩのデータ統合・アプリケーション統合機能によって実現される。

ルーティング機能アダプタ機能 フォーマット変換機能

図３ プロセス統合とＥＡＩ基本機能 

アダプタ アダプタ

④フォーマット変換

ル
ー
テ
ィ
ン
グ

①

②

③

ソース

・システム

ターゲット

・システム

ＥAＩサーバ

ソース・システムとターゲット・システムとの連携

ソース・システムとＥＡＩ
サーバとの連携

ターゲット・システムと
ＥＡＩサーバとの連携  

１ 1:Nのインタフェースが複数存在する
ルーティング機能、フォーマット変換機能、
Publish/Subscribe機能など

プロセス統合

２

３

ＥＡＩを選択する条件 ＥＡＩ製品が提供する機能

アダプタ機能（APIやDBの異なるイン
タフェースをアプリケーションから隠蔽）

インタフェースを考慮する必要があるアプリケー
ションの連携要件がある

データ統合

アプリケーション
統合

・プロセス定義、監視機能
・アダプタ/ルーティング/フォーマット
　変換機能

プロセスの状況監視やデータベースの一元管理
などを実現する

 

業務シナリオの識別

プロセス機能要件の識別

インタフェース要件の識別

概念設計書

現行ｼｽﾃﾑ

概 要

基本方針

ﾊｰﾄﾞｳｪｱ/ｿﾌ
ﾄｳｪｱ調査・

選定
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ｅ－ビジネスにおけるレガシーシステムとの連携 
 

－架け橋の作り方－ 
 

アブストラクト 

 

１．研究の背景 

 ｅ－ビジネス。インターネットの技術を利用した、新しいビジネスモデル。Ｗｅｂシステムの構築により、

ビジネスが２４時間可能となり、ビジネスチャンスが拡大する。顧客へのサービス向上のため、また、他社

との競争に勝ち抜くため、もはやｅ－ビジネスへの展開は欠かせない。 

 レガシーシステム。ｅ－ビジネスの登場前から、基幹業務を運用してきたシステム。依然として、膨大な

企業データは、レガシーシステム上に存在している。 

 ｅ－ビジネスを展開するにあたり、この新旧２システムを、どのように位置付けたら良いのだろうか。現

在、両システムの標準的な連携方法が明らかになっていない。Ｗｅｂシステムを構築したが、レガシーシス

テムと連携していないため、データの受け渡しに人手が介在する、顧客に対する情報還元に時間を要する等

の問題が生じている事例が多数ある。 

 ｅ－ビジネスへの展開にあたっては、これを機会に基幹システムを全面的に刷新する方法もあろう。しか

し、レガシーシステムには、Ｗｅｂシステムに比べて高速処理、高信頼性という長所がある。やはり、Ｗｅ

ｂシステムとレガシーシステム、双方の長所を生かして連携させる方が、より現実的な方策であると考える。 

 そこで、当分科会では、両システムの標準的な連携手順を提案するべく、研究に取り組むこととした。 

 

２．研究の目的と進め方 

①研究目的と範囲 

 当分科会は、Ｗｅｂシステムとレガシーシステムとの標準的な

連携手順を確立し、それを「連携手順書」としてまとめることを

研究の目的とした。 

 システムを導入する際の手順としては、①システム企画／設計 

②システム構築／導入 ③システム運用 の３段階があるが、上

記の目的を達成するため、①システム企画／設計を研究の範囲と

した。その中でも、概要設計以降の工程は、企業によってポリシ

ーが異なるため、当分科会では、標準化が可能な、要件定義から

概要設計に焦点を当てて研究を進めることとした。（図１参照） 

 

②研究の進め方 

 連携手順書作成にあたり、まず、Ｗｅｂシステムとレガシーシステムが連携できていない（またはレガシ

ーシステムのみ存在する）企業のシステムを事例として掲げ、問題点・課題を摘出した。次に、連携に必要

な機能を部品化し、各部品について、連携する際の課題（および解決策）や留意点を整理し、連携手順書と

してまとめた。さらに、連携手順書が妥当なものであることを検証するため、事例に対して連携手順書を適

用し、問題点・課題がクリアされているかを評価した。 

 

３．研究の成果 

①連携手順の確立 

当分科会が作成した「連携手順書」は、ユーザのヒアリングから「キーワード連携図」に至るまでの流れ

を明記したものであり、具体的には要件定義から概要設計までの作業工程を６つのフェーズに分割し、それ

Ｐ

Ｇ 
設

計 

概

要

設

計 

要

件 
定

義 

基

本

設

計 

詳

細

設

計 

システム企画／設計 

連携手順書適用範囲 

図 1 連携手順書の適用範囲 
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ぞれのフェーズごとに行う作業内容を明確にしたものである。各フェーズにおける作業内容は、図２に示す

とおりである。 

ヒアリング

インプット

アウトプット

①要件・現状
把握

②連携図フ
レーム作成

・ヒアリングシート
・業務フロー

③機能抽出

・連携図フレーム
・機能一覧表
・機能フロー

・機能連携図
・機能・キーワード
　対応表

・キーワード連携図

④機能連携図
作成

⑤キーワード
抽出

⑥キーワード
連携図作成

・キーワード一覧表
・キーワード配置表

 
 

 「連携手順書」の作成により、必ずしも明確になっていない実際の具体的連携手順について、連携の指針

を示すことができた。つまり、それぞれ独立しているＷｅｂシステムとレガシーシステム間の「架け橋の作

り方」を確立することができたのである。 

 また、最終成果物である「キーワード連携図」はＷｅｂシステムとレガシーシステムとの連携方法を明確

にし、必要な機器、ミドルウェア、構築すべき業務ロジックを導き出すもので、後続工程にスムーズに引き

継ぐために重要なドキュメントである。当連携手順書を活用することにより容易に作成可能である。 

 

②各フェーズで作成されるドキュメントの効果 

当連携手順書に従って連携設計を行った場合、各フェーズおいて「連携図フレーム」、「機能連携図」、「キ

ーワード連携図」が作成される。３つのドキュメントの違いは詳細化のレベルによるもので、統一したフォ

ーマットを持ったドキュメントである。そのため、機能追加、変更が発生した場合、各ドキュメントの機能

単位、キーワード単位での修正が可能なため、最小限の工数で対応が可能である。 

図 3 ドキュメントの流れ（イメージ） 

③「連携手順書」の評価 

「どの企業でも活用できる連携手順書を作成する。」ことを目的としているため、あらゆる角度から業務

要件、システム要件に対応可能かを検証する必要があった。私たち分科会は大所帯で様々な立場の者がいる

ことからそれが可能であった。当連携手順書については、各メンバ企業が抱えている課題を踏まえて、あら

ゆるビジネスシーンを想定し、適用および適用後の評価を実施し、作成したものである。そのため、汎用性

の高い、標準的な連携手順書として完成している。 

 

４．まとめ 

今後、レガシーシステムの高速処理、高信頼性、Ｗｅｂシステムの「いつでも」、「だれでも」、「どこから

でも」などのそれぞれの長所を活かした連携の需要が益々高まってくるに違いない。各企業で「レガシーシ

ステムとＷｅｂシステムで業務システムを構築したい！」、「オンライン業務をインターネット・イントラネ

ットに展開したい！」などの声があれば、当連携手順書を是非活用して頂きたい。レガシーシステムとＷｅ

ｂシステムの連携設計の手法だけでなく、既に連携しているシステムにおいても、抱えている問題点、解決

策が見えてくる（コンサルティング的役割）と考えている。 

当連携手順書は、当分科会メンバの企業が抱えている現状の課題から連携の手法を導き出したため、想定

した方向性については否定できないものである。また、汎用性、拡張性を考慮しているため、各企業のシス

テム要件、業務要件を加味すれば、広く、長く利用可能な連携手順書に仕上がっている。 

後
工
程
へ 

連携図フレーム 機能連携図 キーワード連携図 

図 2 連携構築における６つのフェーズ 
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Ｗｅｂ ＥＤＩの適用 
 

－適用するには訳がある！目的別適用ポイント－ 
 

アブストラクト 

 

はじめに 

Web EDI は"1:1"、"1:n"といった限定された取引関係が、"n:m"への広がりをも可能として注目されている。

そして対応領域も受発注業務だけでなくビジネスプロセス全体を網羅するようになっている。 

 しかし、当分科会では Web EDI が全ての企業で有用性のあるものなのか、という疑問を抱き、その結果を

導き出すためには EDI の形態を様々な視点から検証し、特徴を明確にした。また同時に導入企業の実態を調

査する必要も不可欠だと考えた。 

EDI 形態を検証と評価 

Web EDI を「ブラウザ型」「メール型」「ファイル転送型」に形態を分類しデータ量とその処理能力、また

導入費用といった数値として表現できる項目を「数値的評価」とし、二次的要素を含み数値では表現できな

い評価項目を「相対的評価」とし検証する。さらに Web EDI を「提供者」「利用者」と２つの視点で捉えた。 

 １．数値的評価 

(1) データ処理能力 

(2) 初期導入費用と回線費用 

(3) セキュリティ対策などの付帯費用 

 ２．相対的評価 

(1)  拡張性（EDI 取引先の拡張性） 

(2)  操作性（内部システム連携の容易性） 

(3)  互換性（通信手順やデータ形式への対応） 

［結果］ 

 １．数値評価 

インターネット利用によるコスト削減効果があ

げられるが、データ処理能力で評価した場合「ブラウザ型」は入力作業が必要なため人件費がかかる上、

入力件数にも限界がありデータ処理能力が極めて低く評価を下げる。特に「利用者」側が顕著に現れる。 

 ２．相対的評価の結果 

「拡張性」では「ブラウザ型」に比べ「メール型」「ファイル転送型」が評価を下げる。それはトラン

スレーションが必要となり導入費用の増加が懸念されるためである。 

「操作性」は「ブラウザ型」が人手を必要とし、非効率であるため評価を下げる。 

「互換性」は標準化されたデータ形式ではないため、システム対応が必要となり評価を下げた。 

導入事例からの検証 

前述の調査・検証だけでは捉えきれない部分、つまり導入事例を調査し、Web EDI 適用に至った背景を探

り、Web EDI 形態毎にどのような評価がされているかを検証する。 

１．導入目的 

導入目的の多くは「コスト削減」「業務効率化」である。特に通信費用が従来の VAN 型に比べ安価なた

め、Web EDI 適用が「コスト削減」には不可欠と考えられ評価されている。 

２．適用事例 

(1) 「ブラウザ型」 

多くの企業が適用しているが対象業務は多岐に渡ったものではなく、「受発注業務」が殆どである。 

一部では受発注業務を補佐する「企業間の情報共有」に留めている。これらは新規取引先や中小企        

数値的評価から見たＥＤＩ提供側と利用者の比較
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業へ提供し EDI 化を進めることで、業務効率の向上させようという狙いでもある。 

        

          

          

 

 

(2) 「メール型」  

「ブラウザ型」の補助機能としたものである。ブラウザへの登録と同時にメール送信し、取引先への

迅速な伝達手段として利用する。取引先側のシステム取込が可能ならば「ブラウザ型」ではなく受取っ

たメールを処理することで効率化を図ることができる。 

 

 

 

 

 

(3) 「ファイル転送型」 

大企業での適用が多く、ファイル転送を行なうことで従来の VAN 型データと Web EDI のデータを        

統一したシステムで取り込め、Web EDI に対応した独自システムも必要なく開発コストを抑え、かつ EDI

化率の向上を図る。 

 

 

 

 

 

［結果］ 

調査結果から言えることは、Web EDI の形態は企業の目的によって異なり、また１つの形態を適用す

るのではなく、複数の形態との組合せにより 適な適用方法を考えることが重要である。 

Web EDI 適用のポイント 

「EDI 形態」「導入事例」の検証結果から目的毎の適用ポイントを整理し、下図にまとめ結論とする。 

１．コストの削減には 

近年の低価格化・大容量化によりインターネット利用 

  はコスト削減に大きく貢献する。また、「ブラウザ型」 

「メール型」を適用することによりシステムコストの抑 

制も実現する。さらに「メール型」「ファイル転送型」 

を適用することで人件費の削減も可能である。 

 ２．業務効率の向上 

「ブラウザ型」適用により EDI 化を容易に実現でき情 

報提供の早期化により納期短縮・販売機会ロスの防止・ 

売上拡大も多いに期待できる。ただし、企業個々の視点 

で考えず、取引先にとっても容易に接続でき、業務効率 

をも向上させるといった付加価値の提供は必要になるだろう。 

後に 

 今後、BtoB 市場の拡大が加速することは容易に予測できる。Web EDI システム導入の検討、あるいはさら

なる拡大を目指すとき、導入の目的を達成できる適切な「Web EDI 形態」が適用できるよう、本論文を一助

としてご覧いただければ幸いである。 

 また「eマーケットプレイス」「ロゼッタネット(RosettaNet)」「Web サービス」と今後発展が予想される企

業間電子商取引の形態についても本論文で解説しているのでご参考いただきたい。 

＜インターネット EDI 適用目的別相関図＞ 

ブラウザ型ブラウザ型

ファイル転送型ファイル転送型

通信コスト

EDI化適用の拡大

全形態共通全形態共通

システムコスト

システムコスト

売上拡大

事務コスト

時間コスト時間コスト

事務コスト

メール型メール型

納期短縮

＜適用業務内訳＞  

発注業務 受注業務 情報提供 

64.5% 27.6% 7.9% 

 

＜評価＞ 

○ブラウザがあれば可能。EDI化の推進に貢献。 

○比較的短期間で導入可能。 

○ASPやパッケージなど選択肢が豊富。 

×データ量が増えると業務効率が悪化する。 

＜適用業務内訳＞  

発注業務 受注業務 情報提供 

75.0% 25.0% 0% 

 

＜評価＞ 

○情報伝達ツールとして多くの企業で採用。相互接続が容易。 

○他システム連携が比較的容易である。 

○セキュリティの確保が容易である。 

×受信データのトランスレーションなどシステム負荷が大きい 

＜適用業務内訳＞  

発注業務 受注業務 情報提供 

75.0% 16.7% 8.3% 

 

＜評価＞ 

○大量データの定型業務においてもっとも効果がある。 

○従来のVAN型データと統合したデータ管理が容易にできる。 

○データ形式、プロトコルなど標準規約が整備されている。 

×導入コスト、運用コストが高価となる。 
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ＸＭＬの適用Ⅰ 
 

－グローバル市場で生き抜くための XML－ 
 

アブストラクト 

 

1. 研究の背景 

近年のインターネットの普及により、企業間または企業と個人消費者間での情報交換や情報活用の方法は

急激に変化している。そうした流れのなかでブロードバンドネットワーク時代を迎えつつある今、企業には

グローバルな活動に向け、ネットワークを利用したビジネス形態への変革が求められている。 

しかし、刻々と変化するビジネス環境においては、インターネットシステムのオープン技術を利用できる

というメリットが享受できるものの、過去の経験から新技術を適用することにともなうコスト面での負担や

技術面でのリスク対応等、非常に負担のかかるものとも考えられる。 

従来型の技術を利用したシステムを運用維持しつつ、新しい技術を取り入れながらスピーディかつ効率的

に、また柔軟に対応していくことが、企業の重要課題として挙げられる。 

そのような企業の課題を近年よく話題にのぼる XML(Extensible Markup Language)は、果たして解消でき

るのであろうか。 

 

2. 研究目的と進め方 

当分科会では、広い範囲で活用が期待されている XML を適用することが、企業の課題を解決し、企業活動

において本当に有効となりうるのか、また企業が必要とする要件を満たすことができるのか、検証・評価す

ることを目的とした。また、ケーススタディを通じて得られた評価と課題から、XML に対する今後の取り組

み指針についてまとめを行った。研究にあたっては、下記の手順で進めた。 

(1) XML に対する問題意識の意見交換 

(2) XML の概要理解と事例調査 

(3) メンバ企業における XML 適用シーンの検討と分類 

(4) ケーススタディによる XML 適用の検証と評価 

(5) XML に対する取り組み指針のまとめ 

 

3. 研究内容 

3.1 XML 適用シーンの分類 

研究を進めるにあたりメンバ企業におけるニ

ーズ分析や一般企業の適用事例分析を行い、XML

の機能を活かすことができる利用業務を、下記

の 3つの適用シーンに分類した（右図）。 

■ 社外情報連携 

■ 社内情報連携（情報管理を含む） 

■ 情報開示 

 

3.2 ケーススタディによる検証と評価 

XML を実際のシステムに適用する場合、どのような技術が必要となり、どのような実現方法があるのだろ

うか。当分科会では、技術面での疑問点を解決するために、先に分類した 3つの適用シーンについて、各メ

ンバ企業の業務に XML を適用したモデルケース「ネット調達モデル」「統合 CRM モデル」を設定し、実現性の

検証と評価を行った。 
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2001 年度 研究成果報告書 

 (1)「ネット調達モデル」への XML 適用とその評価 

社外情報連携のケーススタディとして、企業の資

材購買業務において現行 FAX や郵送で行われている

取引先とのやり取りを、ネット調達（企業間連携）

で実現する XML 適用モデルを想定した（右図）。 

データ交換において既存の資材購買システムと連

携し、XML データの作成・取込時に必要となる適用

技術、及びその実現性の検証を行い、下記の結論に

至った。 

 

(2)「統合 CRM モデル」への XML 適用とその評価 

社内情報連携・情報開示のケーススタディとして、

各システムに存在する顧客情報を統合し、各種デバ

イスから検索参照することが可能な統合 CRM システ

ムを XML 適用モデルとして想定した（右図）。 

既存の上流システムから変換された各種 XML デー

タを一元的に管理し共有する場合に重要となる XML

データの管理方法、また XML の特性を活かした複数

デバイスへの表示切り替え・帳票出力について検証

を行い、下記の結論に至った。 

 

4. まとめ 

XML の基盤仕様は、ほぼ整備されており、それらを反映した各種 XML ツールも充実してきつつある。さら

に各業界においても、各種団体が精力的に XML による標準化を推進している。今後、業界ごとの XML 標準化

が加速し、近い将来企業間取引では XML 適用が標準となるであろう。 

研究を通して、ネットワーク上に分散している企業・組織が、互いに連携して電子商取引等の社外情報連

携を実現するための基盤技術として XML は極めて有効であり、実用レベルに到達していることが確認された。

また、社外情報連携（BtoB）に限らず、社内情報連携・情報開示システム（社内または BtoC）への適用にも

十分に有効であることが見えてきた。 

今後、企業がグローバル市場で生き抜くためには、XML の活用は必要不可欠になると考える。 

後に、当分科会として XML 適用に対し下記の通り提言する。 

 

コールセンタ
システム

XMLXMLXML

お客さま

電話・E-Mail XMLXMLXML

既存システム群

オペレーター

データ入力

画面照会

PDA

帳票出力

RDB
RDB

RDB
RDB XML

アンケート、etc.

XMLへの変換

XML形式データ管理
Style
Sheet

Style
Sheet

Style
Sheet

ス
タ
イ
ル
変
換
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Z社 取引先

■ 既存システムに対して、入出力変換機能の追加のみで容易に対応することができる。 

  （変換をサポートするツールが整備されてきている） 

■ 業界標準に対応することで、ビジネスチャンスの拡大が見込める。 

■ CSV・固定長データを用いる場合よりもシステムの維持管理コストが低減する。 

 （現行 EDI の課題であったデータ項目の追加・変更に柔軟に対応） 

■ XML データは、冗長性が高くデータ量が数倍に増えるが、回線速度の向上等で問題はない。 

■ CRM のような各システムに点在するデータを収集・蓄積するような業務に適している。 

■ マルチデバイス（パソコン、PDA、携帯電話等）を用いる業務に有効である。 

 （コンテンツを一元化し各種デバイスごとに表示部分を切り替える） 

■ データ蓄積において、参照が中心で項目変更が頻繁に発生する業務には XML-DB が適している。 

 （特に検索項目が変更される場合に、得られるメリットが大きい） 

■ 社内標準ボキャブラリ作成には時間がかかるため、対象領域を限定して始めることが重要である。 

■ 業界標準に対応することにより、業界の垣根を超えた取引関係の可能性を模索する。 

■ 社外と情報交換するシステムを構築する際は、極力業界標準に合わせ、独自仕様は避ける。 

■ 多くの関連部門からデータを収集・集約し、検索・照会するような業務に XML の適用を検討する。 

■ ある特定のデータが多くの関係者、部門に伝達されるような業務に XML の適用を検討する。 

■ 社内標準ボキャブラリの統一を図るべく、全社のデータ項目のリポジトリ管理を推進する。 



LS 研:ＸＭＬの適用Ⅱ 
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ＸＭＬの適用Ⅱ 
 

－ＸＭＬはこう使え！－ 
 

アブストラクト 

 

１．研究目的と研究手順 

近年注目を浴びている『XML（eXtensible Markup Language）』とは、インターネットに対応した構造化文

書のデータ記述言語である。今後、ブロードバント時代の到来とともにますます注目されるであろうが、ま

だ発展途上の技術であることは否めない。 

分科会発足当初、メンバのほとんどが「どのような分野に適用するとメリットがあるのか？」「どうやって

適用すれば良いのか？」という疑問を抱いていた。我々は、文献の検索や ITベンダーからのヒアリングなど

による情報収集に加えて、実際に XML を利用したモデルシステムの開発を行い、これらの疑問を解消するこ

とを研究の目的とした。 終的な成果物として、メンバ各自が自社で活用することができる『XML 適用のノ

ウハウ集』を作成した。 

 

２．モデルシステムの開発 

今回、モデルケースとして「流通業界における企業間データ交換業務」を選定し、小売業における『売上

情報提供システム』および『支払情報提供システム』の開発を行った。 

 

システム開発は、次の 2つの項目に対する答えを導き出すことを主眼とした。 

① XML はどのようにすれば適用できるのか？ 

   ⇒ できる限り現実に近いシチュエーションを想定して開発を行い、その手順・ポイントを明示する。 

② 一般に言われている XML の効果に偽りはないのか？  

   ⇒ 開発したシステムの性能検証を通して XML 適用の効果を明らかにする。 

 

開発システムの概要は、以下の通りで、開発から得られたポイントは、ノウハウとして次項にまとめた。 

INTERSTAGE

【小売】（売場） 【小売】（情報センター）

売上情報

店舗サーバ（Web&DBｻ ｰ ﾊ )゙

【取引先】

POSﾀｰﾐﾅ ﾙ

Webサーバ

データ抽出＆
XML変換

･･･売上情報

XML XML

ﾘｸｴｽ ﾄ
　起動

ﾊ ｯ゙ﾁ
　起動

顧客情報 支払先情報

支払ﾃﾞー ﾀ

HTML
SOAP

SOAP Client

集計＆
XML変換

取引先
連携用

HTML

支払情報

Servlet/JSP

SOAP
WWW Server

取引先
連携用取引先
連携用

店舗情報

Oracle XML SQL Utility for Java
JDBC

SOAP Client

XML BusinessKit
②支払情報提供ｼｽﾃﾑ①売上情報提供ｼｽﾃﾑ

①『売上情報提供システム』

　取引先がインターネット経由で、小売の蓄積している
売上関連の情報を、参照・抽出できるようにする。

　・取引先の指定した条件で、データベースからデータを抽
　　出する。
　・抽出したデータをXMLに変換する。
　・変換したXMLデータをHTML形式に変換する。
　・取引先ではブラウザに入力した条件に該当するデータが
    表示される。

②『支払情報提供システム』

　既存システム(COBOL)で作成している支払情報提供
データをXMLに変換して提供する。

　・売上情報データベースを読み伝票データを作成する。
　・伝票データを集計し、フラットファイルとXMLファイルの
    2種類で支払データを作成する。

モ
デ
ル
シ
ス
テ
ム
作
成
範
囲

取引先
連携用
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 システム検証の結果、XML は実用的に利用可能なレベルであることが確認できた。同時に、設計段階での

留意点も明らかになった。ここでは以下の 4つの観点から検証結果とその考察をまとめた。 

 

項目 検証結果・考察 

性 能 XMLファイルは、CSV形式のファイルと比較するとサイズが著しく大きく、レスポンス悪化の原因となっている。 

しかし実用範囲での性能をみると、業務上問題のないレベルであることが確認された。また、ヒット件数が1万件

を超えるような大量データの検索処理では、サーバのメモリ不足により適切な処理が行われなかった。このことか

ら、システム設計時には、ハードウエア構成などについて十分な考慮が必要であることがわかった。 

柔軟性 受け渡し項目の追加などシステムの修正を行う場合も、プログラム自体の修正はほとんど発生しない。変更内容に

よっては修正箇所が多くなるが、それぞれの修正は軽微なものである。ツールを利用することで、DTD、XSLの再作

成が容易に対応できる。以上のような検証結果から、柔軟性の高さが確認された。 

流通性 プログラム修正なしでシステム変更が可能であることに加え、タグによるデータの意味付けが可能なためデータの

再利用が容易で、項目の読み間違えが発生しにくいなど、流通性は高いことがわかった。 

生産性 今回のシステム開発にかかった工数は、トータルで14人日だった。この工数の大半は、動作環境の設定や各種ツー

ルの操作方法習得にかかったもので、実質的な工数は半分以下に収まると考えられる。生産性向上のためにはツー

ルの利用が不可欠で、その適切な活用により十分な生産性の確保が可能である。 

 

３．ＸＭＬ適用のノウハウ 

研究活動を通じて得られたノウハウには、次のようなものがある。事前調査の段階から開発・運用まで、

それぞれのタイミングでのポイントを抜粋し、一覧としてまとめた。 

 

フェーズ カテゴリ ポイント 
分析・適用箇所判断 ・XMLを適用するのに適しているシステムか検討したか。 

・データ表現をXML化することだけを考えていないか。 

・ITベンダーに踊らされていないか。 

業界動向調査 ・業界における標準化動向を把握し、業界標準の適用を検討したか。 

・業界内に複数の標準がないか。 

・先行している同業他社の調査を行ったか。 

・XML自体の標準化動向を注視しているか。 

調 査 

必要なスキル ・XMLに関する技術者の確保は出来るか。 

・XML以外の関連知識はあるか。 

ソフトウェアの選定 ・各ファイルシステムのメリット・デメリットを把握し、適用箇所を決定したか。 

・実績はあるか。 

・ツールの仕様は要件を満たしているか。 

・ツール同士の整合性に問題はないか。 

設 計 

システム設計 ・性能を充分考慮したか。 

・柔軟性・流通性・生産性を充分考慮したか。 

・データベースの特徴を充分考慮したか。 

・タグの冗長性、ファイルサイズの増大を考慮したか。 

開 発 システム開発 ・事前に開発環境の整備を行っているか。 

・生産性の向上に留意したか。 

・ツールの利用方法は理解しているか。 

運 用 システム変更 

 

・画面表示項目の追加、データベースの構造変更に柔軟に対応できるか。 

・常に 新動向を注視しているか。 

・メンテナンスの役割分担を明確にしたか。 

・構成管理は徹底されているか。 

 

４．将来を見越した提言 

XML が将来どのように変貌し発展していくのか予測することは難しいが、「今何をしておく必要があるの

か」また、「今後何をしなければならないのか」など、将来を見越した提言を次のようにまとめた。 

 

－ XML に関する調査はすぐにでも始め、自社での取り組み方針を検討せよ。 

－ 既出デメリットの本質を理解し、その不安を払拭せよ。 

－ 流行やシステム会社の提案に左右されず、XML を使う目的を考えよ。 

－ 目的に適したツールを選択し、上手に活用せよ。 

－ 技術者を育成し、人材不足を解消せよ。 

－ 新技術や標準動向についてのチェックを怠るな。 
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Ｌｉｎｕｘの基幹システムへの適用 
 

－聖域なき『システム』構造改革－ 
 

アブストラクト 

 

1. 結論 

メインフレーム上の基幹システムを分散する形で Linux プラットフォームに切り出し、稼働させることは

可能であると判断できた。その際、性能面、安定稼働面、耐障害面、コスト面のいずれにおいても、メイン

フレームと同等かそれ以上のメリットが得られる。 

また、顧客ニーズが多様化している現在、B2B、B2C といった新たなビジネスモデルを具体化するためにも、

旧態化した基幹システムを時代に即したシステムに移行していく必要がある。それに比較的容易に対応でき

ることも Linux の大きなメリットである。 

このことは、当分科会での「基幹システムの課題・ニーズ分析と実現手段」及び「シミュレーション」の

研究により導き出された結論である。 

 

2. 当分科会の目的 

既にコンピュータシステムは企業活動において必要不可欠なインフラとなっているが、様々な技術革新に

より、その様相は急速に変わってきている。また、その構築手法においても、「最初にユーザ要望ありき」か

ら「テクノロジーに追従した新たなビジネスモデルの導入」に変わってきている。 

これらのことから、現存するいろいろな方面のシステムに対する要望に、既存の基幹システムでは対応し

きれない部分があると考えた。そして、その解決手段として Linux の有効性を検討し、最終的には、 

(1) 既存システムの課題改善（システム旧態化への対応、開発・運用コスト削減） 

(2) 「Linux」を活用したビジネス展開（他プラットフォームと比較し、優位性の高いシステムの提案の

可能性） 

に生かせることを主眼においた。 

 

3. 目的へのアプローチ 

この目的を達成するため、当分科会では以下の手順で研究した。 

(1) 基幹システムとは何かを明確にする 

当分科会では、基幹システムをメインフレーム・商用 UNIX・Windows といったプラットフォームによ

る区分や、全社システム・部門システムといった包含範囲による区分ではなく、 

基幹システム ＝ ある一定の課題・ニーズを満たさなければならないもの 

と定義した。 

ある一定の課題・ニーズとは、例えば「24 時間 365 日稼働が必須である」といったような、基幹シ

ステムに共通する必須要件のことであり、このような必須要件を持つシステムが基幹システムであると

いう考え方である。 

(2) Linux と他プラットフォームの比較 

Linux と、現在一般的に使用されているメインフレーム・商用 UNIX・Windows の 4プラットフォーム

を比較し、(1)で導き出された基幹システムの課題・ニーズの実現において、どのような優劣があるか

を明確にした。 

図 1は、その比較の際にプラットフォーム毎に作成したレーダーチャートの一部である（本文 2.3.2 

システム利用者の「課題・ニーズ」に対する「実現手段」の評価より抜粋）。 
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その結果、Linux は、基幹システムの実現おいて、他のプラットフォームと比較し、遜色ないもので

あると判断した。 

           Linux 評価                メインフレーム評価 

図 1 システム利用者の課題・ニーズに対する実現手段の評価（抜粋） 

 

(3) シミュレーション 

今回はシステムの旧態化が顕著なためにリプレース要求が多く、かつ最も信頼性を要求されているメ

インフレームで稼働する基幹システムを切り出し、分散化するケースをモデルにシミュレーションを行

った。シミュレーションではハードウェア／ソフトウェアの実装レベルまで落とし込み、最終的に

Linux と商用 UNIX とで比較を行った。 

その結果、Linux 対応製品のラインナップに問題はなく、コスト面では大きなメリットがある。ただ

し、サポート面でデメリットがあることが判った。 

(4) 評価 

「(2) Linux と他プラットフォームの比較」及び「(3) シミュレーション」の研究結果を検証し、Linux

が本当に基幹システムに適用可能かを評価した。その過程において、例えば(2)で Linux の弱点と評価

された大量バッチ処理について、実は現在の基幹システムではそれほど重要なニーズではなくなってき

ているといったことが明確になった。 

それらを踏まえて評価した結果、基幹システムに Linux プラットフォームを採用することは可能であ

る。むしろ積極的に採用を進めるべき局面も多いという結論にいたった。 

 

4. メーカへの提言 

ここまでで Linux を基幹システムに採用することは可能であることは述べた。しかし、その一方でいくつ

かの問題点が存在することも明確になった。これらがクリアできれば、さらに Linux の可能性も広がると考

え、以下の 2点を当分科会の各メーカへの提言とした。 

(1) 同一ベンダによるフルサポート体制の確立 

(2) Linux 対応ソフトウェア、ハードウェア製品の拡充 

 

5. 最後に 

Linux を「実績がない」という理由で採用を見送るのは愚の骨頂である。変革を恐れて決断を先延ばしに

していては、いつまで経っても変われないのである。 

本報告が Linux 採用の英断の一助になれば幸いである。 
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Web システムの開発プラットフォームの研究 
 

－もう難しいとは言わせない！－ 
 

アブストラクト 

 

1. 研究の背景と目的 

サーバサイドJava や XML などの情報技術の革新、インターネッ

トの爆発的な普及に伴い、Web システムは企業の経営戦略にとっ

て不可欠なキーワードとなっている。しかし『Web システム構築

は難しい』と語る開発関係者は多い。その原因は何か？ 

当分科会は、その原因が「Web システム構築の短期化・3ヶ月が

常識(外的要因)」、「Web システム開発関係者のスキル・ノウハウ

不足(内的要因)」にあるという結論に至った。外的要因による影

響として、Web システム構築における納期遅延や稼働後のトラブ

ルがクローズアップされている。短期間の構築では、各工程に与えられた時間も少なく、作業手順の「標準

化」が非常に有効な手段として必要とされている。また、内的要因の背景には、Web システムを取り巻く技

術の進歩に開発関係者個人の技術レベルが追いついていない現状がある。 

 

研究を進めるなかで、Web システム構築への包括的アプローチの不在(ネットワーク構成の推奨モデル不在

など)が浮かんできた。この 2つの要因への対応として、当分科会の研究目的を『Web システムのプラットフ

ォーム選定指針』の作成とした。これには Web システムのプラットフォーム選定において、業界標準となり

うる標準化手法を確立しようというねらいがある。 

 

2. 研究成果 

当分科会の成果は、Web システムのプラットフォーム選定の標準化手法としてガイドラインを作成/提言し

たことである。研究を進めるにあたっては、Web システムの今後を考慮し「BtoC」にターゲットを絞った。 

 

2.1 ガイドラインのコンセプト 

当分科会では、システム構築における上流工程作業での『HighSpeed(高い効率性)』、『HighQuality(高品

質)』をガイドラインのコンセプトとした。この 2つの実現は『LowCost(低価格)』にも繋がる。具体的には、

ガイドラインの適用により、ユーザ要件のヒアリングから各サーバの製品選択決定までの期間短縮(1週間で

完了)を目標とした。 

さらに、Web システム構築のスキル・ノウハウに不安を抱える初級～中級レベルの開発関係者においても、

ガイドラインの提唱する標準化手法により作業を進めることで、ベンダに依存することなく、Web システム

のプラットフォーム選定が可能であることを目標とした。 

ガイドラインにおけるコンセプトの具現化にあたり、各工程の成果物(出力資料)は、ゼロから作るのでは

なく、『選択』という作業で完成するようにした。『選択』作業は、その工程に費やす時間の短縮と品質確保、

後戻りを防ぐメリットがあり、開発関係者のスキル不足を補う効果も期待できると考えたからである。また、

使い勝手を向上させるため、各工程間のスムーズな展開、利用者が迷わないナビゲーションもガイドライン

に織り込むこととした。加えて、期間短縮を意識し、ガイドライン適用時に作成するドキュメントの種類は、

極力少なくするよう配慮した。 

Webシステムのプラットフォーム選定指針(ガイドライン)　

包括的アプローチが存在しない

内的要因
スキル・ノウハウ不足

外的要因
構築期間の

短縮化

We bシステム構築

ガイドライン

図 1 研究成果がもたらす効果 
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2.2 ガイドラインの特長 

図 2 はガイドラインを適用し、Web システム構築

を行う場合の作業イメージを表したものである。 

ガイドラインの有用性を実証すべく、BtoC の Web

システムとして電子モールをはじめ、いくつかの題

材についてシステム要件を挙げ、ガイドラインを使

用して、『Web システムのプラットフォーム選定』を

行った。 

その結果、今後の技術変化においても陳腐化せず、

有用性を保持したガイドラインであると確認できた。 

 

以下に各工程の作業概要とガイドラインの特長を

述べる。 

 

(1) 第 1工程：ユーザ要件の整理 

① ヒアリング時に必要、または重要な項目は、あらかじめ要件チェックシートに記載されている 

→ 要件洗い出しの漏れを防止し、システム企画・設計の品質を保証している。 

② 第 2、3工程へ展開する工夫(関連付け)が織り込まれている 

→ 全体の作業時間短縮に貢献するとともに、個々のユーザ要件と、ネットワーク構成カード

との関連付けにより第 2 工程への展開が可能。同様に各サーバへの関連付けにより、考慮す

べき要件も整理される。 

(2) 第 2工程：ネットワーク構成の検討 

① ネットワーク構成カードの組み合わせで、要件を満たすネットワーク構成が決定可能 

→ 独自の手法によりネットワーク構成決定を簡潔に実現している。ネットワーク構成検討に

多くの時間と労力を必要とする原因を、ネットワーク構成の推奨モデルの不在に起因すると

考え、ネットワーク構成の「基本モデル：WWW サーバ＋APサーバ＋DB サーバ」を定義した。 

  さらに、基本モデルを「セキュリティ」「信頼性」「拡張性・性能」それぞれに特化させ、

全パターンをネットワーク構成カードとして定義した。このため利用者は基本的に適合する

カードを選択するだけでよく、HighSpeed＆HighQuality を実現可能としている。 

(3) 第 3工程：各サーバ要件の整理・選定 

① 各要件の実現度を検討し、各サーバの製品選定が可能 

→ ガイドラインに従い要件件整理シートを作成後、当分科会が提供する製品比較表を参照し、

各サーバ(WWW サーバ、APサーバ、DBサーバ)の機能比較・

検討を行うことで、各サーバの製品(ハード、OS含む)選定

が可能である。 

 

以上のようにガイドラインでは、初級～中級レベルの開発関係者であっ

ても、容易に『Web システムのプラットフォーム選定』を可能としている。

特にネットワーク構成の検討(選択)では、独自の手法が確立できた。ここ

に述べた特長は、有用性・独自性・先進性を兼ね備えたものである。 

3. まとめ 

Web システムのプラットフォーム選定指針を、システム構築の現場で役立てることを重視し、システム要

件からシステム構成を決定できるよう研究を進めてきた。当分科会が策定したガイドラインと、適用による

その効果は、開発関係者ならびにベンダにとって大きな潜在需要と推測する。当分科会の研究テーマのシス

テム化は、大きなビジネスチャンスへと繋がっていると確信してやまない。 

ガイドラインは、Web システム構築に携わる開発関係者が抱える疑問や悩みに対する具体的な解答である。

是非、ガイドラインを活用し『Web システム構築は難しいものではない』と実感していただきたい。 

工　程 入力資料 出力資料作　業

ヒアリング・
要件の整理

Ⅰ
要件

チェックシート

Ⅰ
要件

チェックシート

Ⅰ
要件

チェックシート

Ⅰ
要件

チェックシート

ネットワーク
構成の検討

Ⅱ
ネットワーク
パターン図

Ⅱ
ネットワーク
パターン図

Ⅰ ＋ ⅡⅠ ＋ Ⅱ
整理・比較・検討
（全体の整合性も
あわせて確認）

Ⅲ
要件整理シート

Ⅲ
要件整理シート

ユーザ要件の整理

第１工程第１工程

ネットワーク構成の検討

第２工程第２工程

各サーバ要件の整理・選定

第３工程第３工程

システム構成の決定

図 2 各工程における作業と入出力資料 

Webシステム構築

ガイドライン

Webシステム構築

ガイドライン

独自性独自性
ネットワーク構成

選定新手法

先進性先進性
ターゲットは

初中級者

有用性有用性
容易な

プラットフォーム
選定

図 3 ガイドラインの特長 
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コンポーネントウェアによる Web システムの構築 
 

－心・技・体－ 
 

アブストラクト 

 

１．研究の背景 

企業の競争力を決定する鍵は、刻々と変化する顧客や市場ニーズに対し、柔軟かつ迅速に対応できる能力

の高さであり、企業が情報システムに求める期待や要望は非常に大きくなっている。特にＷｅｂシステムで

は、顧客の確保や維持のため、変更や拡張といったシステムの改善が頻繁に行われており、「短期開発」、「高

い拡張性／保守性」、「低価格」、「高品質」などの顧客要求はより厳しいものとなっている。システム開発企

業では、開発要員の増員などの対応を行っているが、この課題に応えることは容易ではなく、開発者の負荷

や工数増、その影響による品質低下など悪循環に陥っている。この解決策として、既にあるソフトウェア部

品（コンポーネント）を利用し、開発することで、生産性向上による開発期間の短縮、拡張性／保守性、品

質の向上や低価格を目的としたコンポーネント指向開発が近年注目されている。 

 

２．研究の目的と研究ステップ 

２．１ 研究の目的 

(1) コンポーネントの現状を分析し効果を明らかにして、システム開発時の問題を解決可能か検証する。 

(2) コンポーネント指向開発の実践に必要なスキルや開発手法を明確にし、開発者のための提案を行う。 

(3) コンポーネント指向開発を的確に業務へ適用するための体制を提案する。 

２．２ 研究のステップ 

現状を調査し、先ずコンポーネントの特徴や効果を分析することから取り組みはじめ、分科会における定

義を行い、認識を合わせた。また、パッケージ開発との比較や、コンポーネント指向開発がどのような開発

に最適か検証した。そのうえで、必要なスキルや開発手法を研究し、開発者に役立つノウハウを整理すると

ともに、より高い効果を得るためのプロジェクト体制や組織体制について研究を行った。 

 

３．研究成果 

３．１ コンポーネントの現状調査 

当分科会では、「コンポーネント」について、ＧＵＩ部品、サブルーチンなど過去の事例や業務経験に基づ

き幅広く議論を行った結果、主流になりつつあるＪａｖａベースのコンポーネント（EJB、JavaBeans）に範

囲を絞り、現状を調査した。Ｊａｖａによる開発経験や業務経歴の異なるメンバ間で認識を共有するのに時

間を労し、非常に苦労したが、次に示すコンポーネントの特徴や再利用による効果を導くことができた。 

特徴：①インタフェースが明確に定義 ②再利用可能かつ交換可能 ③特有のサービスを提供 

効果：①設計工数、実装やテスト工数の削減が可能 

   ②粒度（問題領域）や抽象度に応じた適切なモジュ 

ール化により、拡張性と保守性の向上が可能 

   ③再利用により、累積的にデバックされるため、品 

質や信頼性が増し、システムの品質向上が可能 

   ④上記の結果、開発や運用保守の工数削減が可能 

また、市場で流通するコンポーネントの調査や、メンバ企

業での適用評価から、粒度や抽象度により、利用時の適用範

囲や効果の高さが異なると判断し、独自のコンポーネント分類定義を行った。拡張や変更の多いビジネスに

は、カスタマイズに制約のあるパッケージよりもコンポーネント指向開発が適していると分析できた。 
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３．２ 問題分析 

既に一部開発企業ではコンポーネント指向開発での実績をあげているが、普及は限定的である。このため、

適用効果が十分に認知されてないと判断した。また、特性要因図を用い解決すべき問題点をまとめ、普及の

阻害要因を独自に分析したうえで、システム開発時の問題を調査したところ、次の共通点が明らかになった。 

① Ｗｅｂ開発技術、オブジェクト指向など習得すべき技術が多い。また、体制が整備できていない。 

② コンポーネント指向での開発実績が少ないため、開発手法が確立されていない。 

 

３．３ イテレーションモデルによる開発手法とその適用効果 

イテレーションモデルとは、要求からテストまでの工程を繰り返す開発手法である。これにより、システ

ム開発におけるリスクを早期に明確にし、軽減することができる。 

コンポーネント指向開発では、効率化を目的と

し、既にある部品の利用を前提としているため、

次のリスクに留意する必要がある。 

・ 機能要件を満たし、費用対効果はあるか 

・ コンポーネントの使い方が明確であるか 

・ コンポーネント間の親和性があるか 

・ 性能は実用に耐えうるか 

これらのリスクを早期に検証し、コンポーネン

ト指向開発の効果を享受するための最適な開発手

法は、イテレーションモデルであると論証した。 

また、コンポーネント指向開発における、プロ

ジェクト開始時の課題やリスクに応じたサイクル

分けのパターンを左図のように設定した。 

サイクル分けによって、パターン①：人材育成をしながら開発が実施できる、パターン②：コンポーネン

トの機能や性能を早期に検証できる、パターン③：先行開発によるユーザの検証を早期に受けることができ

る、という効果があることを導き出した。さらに、メンバ企業で実際に評価し、その効果を実証できた。 

 

３．４ コンポーネント指向開発で成功するための体制 

再利用効果を高めるためのプロジェクトや企業の体制のあ

るべき姿を研究し、特に以下の役割の重要性を指摘した。 

・ オブジェクト指向分析設計、実装に関する高度な技術を

保有する「テクニカルＳＥ」 

・ Ｗｅｂシステム開発時における技術サポートやコンポー

ネントの管理を一元的に行う「コンポーネント管理部門」 

 

４．結論とまとめ 

コンポーネント指向開発を開発基盤環境として業務に適用するため、既存資産を再利用する重要性と効果

（作るより創る）、また必要なスキルや開発手法、プロジェクトや組織のあるべき姿について提言した。本成

果報告書を参考にコンポーネント指向開発を繰り返し実践し、継続的に推進することで、開発期間の短縮、

拡張性や保守性の向上、低価格、品質の向上が実現でき、厳しい顧客要求に応えられると確信した。 

したがって、次に示すポイントをバランスよく進め、コンポーネント指向開発を適用できれば、システム

開発企業にとっての大きな強みとなり、競争優位にたつことが可能となる。 

心：「作るより創るの重要性を理解する、また再利用の効果を図るための目標、計画を練ること」 

技：「コンポーネント指向開発を行ううえで、必要になるスキルと開発手法を習得し、実践すること」 

体：「より高い効果を享受するためのプロジェクト体制、組織体制を確立すること」 

 

今後、スピードと変化への対応はより厳しさを増すものと推測する。本成果報告書が、コンポーネント指向

開発の適用拡大に貢献し、Ｗｅｂシステム開発者に役立つことができれば幸いである。 

プロジェクトマネージャ

業務ＳＥ

プログラマ

プロジェクトリーダ

テクニカ ルＳＥ
技術スキ ル
　・開発基盤（環境）の構築
　・分析～設計
　・ＵML　
　・Ｊａｖａ　
　・Ｊ２ＥＥ（ＥＪＢ）　
　・コンポーネント選択　

コンポーネント管理部門

役割
　・部品（コンポーネント）管理
　・外部部品の調達
　・社内管理の標準化

情報提供
／技術サポート

ｺﾝﾎﾟｰﾈﾝﾄ
提供
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ＩＰキャリアサービスを活用した 
新企業ネットワーク構築 

－ブロードバンド時代ネットワーク活用法－ 
 

アブストラクト 

 

1. 研究背景 

 

21 世紀は、厳しさが増す経営環境の中で企業が生き残りをかけるべく様々な知恵を出し、乗り切るよう

懸命に努力をしていかないといけない時代である。このような時代に ITが生み出す新しいビジネススタイ

ルが確立され、そしてそれを支えるものとして、いま も強く望まれているのが、柔軟でシンプルな運用

と大規模な多拠点間通信を実現する新ネットワークである。このような時代の流れの中において昨今、

IP-VPN サービスを中心とした魅力的なキャリアサービスが多数登場してきた。 

 

2. 研究目的 

 

これからの企業経営において重要視されるネットワ

ークについて、現時点での要件を解決すべき「 も適し

たキャリアサービスは何か？」、また将来を見据えた場

合、「企業として取り組むべき要件は何か？」、「将来に

おける企業ネットワーク像とはどういうものになるの

か？」を研究目的とした。 

 

 

3. 研究成果 

 

当分科会では、メンバ企業のネットワー

クにおける課題を整理し 5 つの要件に分類

し、それらの要件を踏まえたモデルネット

ワークを作成した。 

そのモデルネットワークに対して、

IP-VPN ならびに L2-VPN サービスを適用、

評価した結果、レガシーサービスよりも多

くの効果が得られることが分かった(表１)。

そして、モデルネットワークにおいては特

に“コスト削減”と“柔軟性／拡張性”を重要

視した結果、「L2-VPN が有効である」と判

断した。 

なお、モデルネットワークとは異なる条

件下においては、次のような留意点がある

ことが分かった。 

留意点①：大規模／多拠点ネットワークでは、ブロードキャストドメインの考慮が必要 

表 1 IP キャリアサービスの選択ガイドライン 

要件 評価結果 IP/L2-VPN の選択基準 

IP-VPN UNI はｱｸｾｽ回線種別に依存するため、帯
域増加により機器の追加費用が発生す
る場合がある。 

コスト 
削減 

大幅な削減効果
が期待できる 

L2-VPN UNI は LAN なので、帯域増加による影響
は小さい。月額費用が IP-VPN より安い。 

IP-VPN CE(ﾙｰﾀ)の運用管理をｱｳﾄｿｰｽできる。 
効率化 

ﾈｯﾄﾜｰｸ構成がｼﾝ
ﾌﾟﾙになり運用負
荷を軽減できる 

L2-VPN CE はﾙｰﾀでもｽｲｯﾁでも良いが、運用管理
をｱｳﾄｿｰｽできない。 

IP-VPN ｱｸｾｽ回線の上限速度は ATM の 135Mbps。
ﾚｲﾔ 3 は IP に統一する必要がある。 柔軟性/ 

拡張性 

拠点の追加/削
除、回線の増速が
容易 L2-VPN ｱｸｾｽ回線の上限速度は Ethernet の

1Gbps。ﾚｲﾔ 3 はﾏﾙﾁﾌﾟﾛﾄｺﾙが可能。 

IP-VPN 網がﾙｰﾀで構成されているため、ｿﾌﾄｳｪｱ
処理部が障害要因となる可能性がある。 信頼性 

特定拠点で発生
した障害を抑制
できる L2-VPN 網はｽｲｯﾁで構成されている。 

IP-VPN 優先制御ｻｰﾋﾞｽの利用によってある程度
の QoS を確保できる。 

通信品質 

QoS が保証され
たﾚｶﾞｼｰｻｰﾋﾞｽよ
りも劣る L2-VPN 優先制御ｻｰﾋﾞｽが提供されていないた

め、QoS を確保するために帯域制御装置
などの導入が必要(初期費用に影響)。 

図 1 研究目的 

 
ネットワーク管理者 

 

新ｷｬﾘｱｻｰﾋﾞｽの登場 

■現在の要件を解決するキャリアサービスは？ 

■３年から５年後を見据えた場合の企業ネットワークは？ 
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L2-VPN は VLAN で実現するサービスであるため、ブロードキャストパケットが VPN 内に送信される

と、全ての拠点に中継されてしまい、他の通信に影響を与えてしまう可能性がある。 

留意点②：回線バックアップと負荷分散では、企業のポリシーの明確化が必要 

IP キャリアサービスではアクセス回線区間のバックアップが提供されていないため、企業はアクセ

ス回線を 2本契約してバックアップをする必要がある。また、IP-VPN サービスでは、2回線に負荷分

散する場合、キャリア→ユーザ方向においては制限がある。 

留意点③：キャリアサービスのオプションには制限があるので注意が必要 

L2-VPN サービスにおいては、現時点では、リモートアクセスサービスやインターネット接続が提供

されていないため、別のサービスを併用する必要がある。 

留意点④：データと音声の統合は費用対効果の見極めが重要 

遅延が音声品質に大きく影響し、遅延時間は機器によって異なるため、機器の選定は重要である。

音声を IP 化する効果として、ユニファイド・メッセージの利用やコールセンタといった CTI システ

ムとの連携、音声／データ統合、配線統合による TCOの削減等が挙げられるが、企業にとって「効果」

を得るためには相応の投資が必要となるために「費用対効果」の見極めが重要となる。 

 

また、今後の企業を取り巻く環境の変化（業務提携、インターネットのブロードバンド化等によるビジネ

ススタイルの進化）に対して、迅速に先進的なシステム／ネットワーク技術を取り入れなければならない。

特に企業の経営戦略を支えていかなければならないものの一つにネットワークが位置付けられ、ネットワー

クが企業繁栄としてのボトルネックにならぬよう、いや、ネットワークそのものを意識することなく経営戦

略を推進できるようになることが望ましい。一方で、ネット

ワーク管理者は、企画／設計などの上流工程やアプリケーシ

ョン開発におけるネットワーク的観点でのサポートならびに

提案など、企業として生き残りをかけるべくポジション／業

務へのシフト、つまり情報システム部門のコア・コンピタン

スに業務をシフトする必要がある（企業としての競争力アッ

プへの業務変革）。 

さらに、将来、ネットワーク技術やサービスが拡張（10ギ

ガビットイーサネット、第三世代携帯端末、ホットスポット

等）された場合も、それらをサービスとして活用し、企業ネ

ットワークのニーズに、迅速に対応しなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4. おわりに 

日々、新しいキャリアサービスが登場してきており、企業の経営戦略・ネットワークポリシーにもよるが、

「キャリアサービスを上手に活用してネットワーク基盤を構築する」ことで競争を勝ち抜けると考える。な

お、キャリアサービス毎に当分科会の要件に対する評価をポイント化し、企業ごとの重要度に応じて重み付

けが可能な「キャリアサービス選択ツール」を開発したので、選定時に利用していただければ幸いである。 

企業Ａ 企業Ｂ支社 本社 本社 支社

IPキャリアサービス

ルータ／
スイッチ

ルータ／
スイッチ

ルータ／
スイッチ

ルータ／
スイッチ

企業Ａ
VPN

企業Ｂ
VPN

インターネット
データセンター

（ASP）

携帯端末

 

図 2 新企業ネットワーク 

結論 

 これからの企業ネットワークは “IP キャリアサービス”を有効に使ってネットワーク業務を

アウトソーシングする！ （ネットワークの「所有」から「利用」へ） 

キャリアへの提言 
 上記留意点①～④の解消（様々な企業ネットワークへの適応） 
 キャリアの情報開示（キャリア網内部の情報公開） 
 ロケーションを意識しないスピード（いつでもどこでもストレスのないネットワーク利用） 
 IP キャリアサービス間の相互接続（サービスの相互接続によるスムースな企業間接続） 



LS 研:インターネット動向からみる企業ネットワークの将来 

2001 年度 研究成果報告書 

 

インターネット動向からみる企業ネットワークの将来 
 

－企業とインフラの適切な関係－ 
 

アブストラクト 

 

１．研究の背景 

キャリアの提供するＩＰ－ＶＰＮや広域ＬＡＮを利用した企業ネットワークの再構築・検討が盛り上が

りを見せる現在、それらの替わりにインターネットを適用できないかと疑問を抱いた。さらに、企業の統

合・合併やＥＭＳなどが世界規模で動き出す現在、グループ企業はもとより他社・関連企業との情報連携

やそのスピードアップが企業および企業間ネットワークに要求されている。 

当分科会では、よりオープンでより柔軟な利用を求める企業ネットワークの将来について、インターネ

ット動向を見据えて、どのような方向性で取組むべきかを見出すため、研究に取組んだ。 

 

２．研究目的と進め方 

当分科会では企業ネットワークの将来を想定するために、技術的

側面からとビジネス的側面からの二つのアプローチを開始した。 

(1) 技術的アプローチ 

まず、我々が着手したのは『企業ネットワークにインター

ネットを適用できないか？』に対する答えを求めるべく、以

下の手順により研究を進めた。 

① 企業ネットワークへのインターネット適用とは何か 

② インターネット適用にあたってのモデルの作成 

③ 適用技術とその方法について検討項目を整理 

④ 適用の結果とその評価 

(2) ビジネス的アプローチ 

企業はインターネットを活用し、商取引や企業間での情報

連携を進めている。我々は企業がインターネットを活用して

いる現在の状況を調査し、それらの目的がさらに拡大する方

向へ活用が変革すると仮定した。特に、有用であると思われ

たＳＣＭとＣＲＭの進展からそれらが求める将来の企業ネットワークを想定することにした。 

また、昨今のブロードバンドやＩＰｖ６などインターネットを取り巻く動向の変化は激しい。それらの

動向が、我々の企業ネットワークにどのような影響を与え、さらにそれらと企業ネットワークがどのよう

な関係にあるべきなのかを種々の動向調査と上記(1)、(2)の結果から導き出す。 

 

３．研究成果 

□インターネットＶＰＮの適用時の検討項目とその手順 

企業ネットワークにインターネットを適用することとはＬＡＮ間接

続型でのＶＰＮ構築がメインとなる。基幹部分からリモートアクセスま

での企業ネットワーク全体にＶＰＮを適用するための 適技術は、  

ＩＰＳｅｃにほかならない。当分科会では適用ポイントを以下の７点と

捉え、各々について適用方法を体系化した。 

 

 

インターネットを
取り巻く動向

インターネットを
取り巻く動向

システム的な要素
高速／低価格,運用管理

容易性 ｅｔｃ．

システム的な要素
高速／低価格,運用管理

容易性 ｅｔｃ．

ビジネス的な要素
他社連携，ＥＣ，ＣＲＭ

グループ／企業統合 ｅｔｃ．

ビジネス的な要素
他社連携，ＥＣ，ＣＲＭ

グループ／企業統合 ｅｔｃ．

検証モデルの作成検証モデルの作成

それらのビジネス
または他のものが
もっとインターネッ

トを活用して発展
するのでは？

それらのビジネス
または他のものが
もっとインターネッ

トを活用して発展
するのでは？検証の結果（評価）検証の結果（評価）

インターネット
の活用状況

インターネット
の活用状況

企業ネットワーク
とインターネットの

理想的関係

企業ネットワーク
とインターネットの

理想的関係

企業ネットワークに
インターネットを適用

企業ネットワークに
インターネットを適用

適用技術とその方法適用技術とその方法

図 1 研究の進め方とアプローチ 

インターネットインターネット

仮想パス

ユーザ拠点 他ユーザ拠点

図 2 インターネット VPN(トンネリング) 
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構築ポイント 適用方法検討の観点 

トンネリングの構成方法 インターネットＶＰＮはフルメッシュと言われるキャリアサービスのＩＰ－ＶＰＮよりは専用線の接続構成(トポロジ)

と類似している。そのパス構成によって、機能的にも、運用にも大きな影響を与える。 

ＶＰＮ装置とファイアウォールの 

配置 

インターネットに接続する際、ファイアウォールによるサイトのセキュリティ確保は重要であり、ＶＰＮ装置の設置

位置によってはセキュリティレベルに影響がある。 

インターネットアクセスの方法 ＶＰＮを構成する拠点から直接インターネットへもアクセスできることは増大するインターネットトラフィックの分散

には有効である。 

インターネットＶＰＮでのＶｏＩＰ 企業にとって拠点間を結ぶ内線電話の利便性は他に代わるものがない。ＩＰ－ＶＰＮだけでなく、インターネッ

トＶＰＮ環境においてもＶｏＩＰが使えるか。また、その方法は？ 

リモートアクセス方法 インターネットＶＰＮはリモートアクセスが非常に得意である。あらゆる方法でのアクセスが可能なインターネット

はリモートアクセスにとって魅力であり、既に適用済みユーザも多い。 

信頼性対策 ＩＰ－ＶＰＮ同様にマルチキャリアなどの適用は難しい。しかし、重要拠点での冗長化構成は重要な検討ポイ

ントとなる。 

ＩＳＰ選択 インターネット接続サービスにはＩＳＰにより様々なものがある。ＩＳＰ選択とともに、サービス選択も重要である。 

 

□企業ネットワークへのインターネット適用可否に答えを導いた！ 

上記の手順にて、モデルネットワークにインターネットを適用し、評価を行った。適用可否判断基準

の一つはコストである。当初は企業ネットワークにインターネットを適用することにより、運用コスト

が劇的にダウンすることを想定していた。しかし、速い・安いインターネットは主にコンシューマ向け

の回線であることが適用検討の中で明確となった。 

 

 

また、適用ポイントごとに、図 3に示すようなイメージで専用線、 

ＩＰ－ＶＰＮ、インターネットＶＰＮの比較評価を行った。これらの結

果、企業ネットワークへの適用が条件によっては有効であること、不安

要素を整理することによって、答えを導き出した。 

□ビジネスの拡大と変革がもたらす、『理想の企業情報インフラ』への要求機能を整理 

効率化のＳＣＭや顧客獲得のＣＲＭが拡大し、変

革することによって要求する理想の企業情報イン

フラとその要求機能を想定。 

① オープンな接続性と容易性 

② 事業所内(ＬＡＮ)と変わらない高速性 

③ 多種多様なアクセスネットワーク 

④ データの物理的位置を意識しない 

⑤ 通信内容によって秘匿性を保護 

⑥ 個人単位での認証とアクセス制限 

□企業ネットワークとインターネットの正しい付き合い方 

インターネットを取り巻く動向調査によ

り、理想の企業情報インフラとの親和性を裏

付けた。そして、現状のメンバ企業における

インターネット接続の整理とＶＰＮ適用評

価及びビジネス変革から、今後の企業ネット

ワークとインターネットの関係についてあ

るべき方向性を提言した。 

 

４．まとめ 

ＶＰＮという技術を適用することにより、企業ネットワーク再構築に向けた検討方法や、その着眼点が

明確になった。今後、さらに新しい技術や構築手法にも応用できるものとメンバ一同自負している。さら

に、検討においてはネットワークそのものだけでなく、あらゆる観点からその目的を理解して将来性を考

慮する重要性も感じた。 後に、企業は急速に発展するインターネットの動向を敏感にとらえ、ビジネス

への活用を模索していく必要があり、自社企業にとって有用となるよう、それら企画を行うことが今後の

我々の役割ではないかと考えた。 

サービス
劣 優

専用線

セキュリティ

運用性

拡張性

コスト

品質

信頼性

図 3 比較評価結果の一例 

企業ネットワーク

企業ネットワーク アクセスネットワークアクセスネットワーク

理想企業情報インフラ
（スーパーインターネット！？）

理想企業情報インフラ
（スーパーインターネット！？）

個人

個人顧客

顧客企業顧客企業
企業Ａ事業所企業Ａ事業所

企業ａ部門 企業ｂ部門

提携企業提携企業

企業社員
（モバイル/ＳＯＨＯ）

データ・アプリケーション

図 4 理想の企業情報インフライメージ 

専用線モデルから３０％，ＩＰ－ＶＰＮモデルから１９％のコストダウン 

企業とインターネットの正しい付き合い方 
 

１． 増大するインターネットのトラフィックを考慮した接続ポイント

の配置により効率化 

２． 新しく発生する連携サーバ類はＩＤＣへの設置が前提 

３． 今後さらに複雑化するルーティング等、ネットワークの運用

管理は外部への委託 
４． ＲＡＳ等に替わり、リモートアクセス・ＳＯＨＯはインターネット

ＶＰＮで構築 

５． コミュニケーション（音声・画像・メッセージ）はＩＰ化の流れ 
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サービスプロバイダの効果的な活用 
 

－企業情報システム構築の新たな選択肢－ 
 

アブストラクト 

 

１．研究の背景 

情報システムを支える基盤となる技術は日々進歩し続けており、特にインターネットを利用する技術にお

いては目を見張るものがある。このような状況の中、数年前より情報システム構築の新たな形態としてサー

ビスプロバイダが登場し注目を浴びてきている。また、企業における活用も開始されつつある。 

当分科会では、登場してからまだ日の浅いサービスであるサービスプロバイダの現状を捉えた上、今後企

業において「いかに効果的に活用できるか」の方向性を見出すべく研究に取り組むこととした。 

 

２．研究の目的と手順 

 サービスプロバイダの利用によるメリットを強調する情報が多い中、 

・ 「なぜ、日本においてそれほどの利用が進まないのか？」 

・ 「本当に利用することにメリットがあるのか？」 

・ 「利用する場合に課題や問題点があるのではないか？」 

を念頭におき、まず企業におけるサービ 

スプロバイダの利用の是非も含めた基準・ 

指針となる事項を整理した。そして、「い 

かにしたら、企業において効果的に活用 

できるのか」を念頭にユーザの立場に立っ 

た活用ガイドラインを作成した。更に、 

今後サービスプロバイダ発展に向けた提言 

を目的とし、図の手順で進めることとした。 

 

 

 

３．研究成果 

① サービスプロバイダの現状の整理と考察 

まずサービスプロバイダの現状を把握するため、その種類・定義を調査し、当分科会でそれらの定義およ

び整理を行った。 

■ サービスプロバイダの種類と定義   ■サービスプロバイダレイヤーマップ 

■ サービスプロバイダレイヤー相関図  ■サービスプロバイダのメリット、デメリット 

次に研究の対象をＡＳＰに絞り、ＡＳＰの現状について調査・考察を行った。 

■ ＡＳＰサービスの種類        ■ＡＳＰＩＣ Ｊａｐａｎによるアンケート調査 

■ ＡＳＰとパッケージの導入コスト比較 

■ ＡＳＰ・自社開発・アウトソーシング・パッケージ導入ポイント比較 

 

・日本の現状として、ＡＳＰの認知度は高く、関心のある企業の殆どが「コスト削減」をＡＳＰの利

点と認識しているが、まだ導入率は低いことがうかがえる。 

・書籍や雑誌などで一般にＡＳＰは導入コストを抑えられると言われているが、ケースバイケースで

必ずしもコスト削減とならない場合も存在する。 

 

③サービスプロバイダ発展に向けた提言 

②サービスプロバイダの 

活用ガイドラインの策定 

①サービスプロバイダの分類・整理 

 
サービス 
プロバイダ 

サービスプロバイダ

の現状は、どうなって

いるのか？ 

サービスプロバイダ

活用に向けての考慮

事項はどうしたら良

いのか？ 
サービスプロバイダを

効果的に活用するに

は？ 

図 研究手順 
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上記の考察を踏まえて、「なぜ日本にＡＳＰが根づかないのか？」その要因をプロバイダ、ユーザ、環境の

３つのポイントで整理した。現在の日本の環境を考えると、今後、従来通り莫大なコスト・人材・時間を費

やしてシステム構築を行うのも考えづらい。そこで、これらの阻害要因をいかに克服し、サービスプロバイ

ダを効果的に導入する方法論（企業経営者の方針から実際導入後の評価まで）についてガイドラインを作成

した。 

 

② サービスプロバイダ活用ガイドライン 

次の事項を考慮し、企業の情報システムにＡＳＰを適用する際の、ユーザ企業の視点に立った活用ガイド

ラインを作成した。 

■アウトソーシング戦略   ■ＳＬＡ(サービス品質保証) ■サービスの継続性 

■ネットワークセキュリティ ■機密情報の取り扱い    ■機会損失の補償 

 

③ サービスプロバイダ発展に向けた提言 

今後サービスプロバイダが普及し効果的に活用されるには、各関係当事者がそれぞれＷｉｎ－Ｗｉｎの関

係でこのビジネスを育てていく必要があるという認識に当分科会では至った。そこで、各関係当事者への提

言をまとめた。 

 

 

 

４．おわりに 

サービスプロバイダは、業界としてまだまだ発展途上であり、サービス内容、設定価格体系等、日々変化

し続けている。そういった状況の中で、当分科会では企業がサービスプロバイダを効果的に活用するための

ガイドラインを示し、サービスプロバイダの普及に向けた提言を行った。 

企業の生き残りを賭けた経営戦略に基づく企業改革・業務改革の推進手段として、サービスプロバイダの

活用は有効である。サービスプロバイダの活用を検討する企業において、当分科会の研究成果は基本的なガ

イドラインとなると考えている。利用に際しては、各企業毎に置かれている環境・経営方針・適用対象業務

など、状況によってガイドラインの重点事項などに相違があるものと考えられる。そういった前提を踏まえ、

当ガイドラインをもとに自社用に十分な検討を加え利用していただき、今後の企業戦略の一助となれば幸い

である。

表 ガイドラインの名称と概要 

情報システム担当者（ユーザ）殿へ 

【今こそ構造改革 ～今までの常識を捨てて「割り切り」で一度考えてみよう～】 

サービスプロバイダ事業者殿へ 

【ユーザの立場（顧客利益の創出）で、「早い（短期導入）」、「安い（導入運用コスト減）」、

「上手い（機能充実・セキュリティ万全）」のサービス提供を常に目指すこと】 

概　要
企業経営者の方針 サービスプロバイダを効果的に活用していくための経営者の考慮点を挙げた。
業務分析の視点 業務の特性を分析することにより、サービスプロバイダの適用の指針を示した。
事業者の選定 ユーザ企業が提案依頼書を作成し、事業者選定にあたることを示した。

（１）ＳＬＡの確認 事業者に対し求めるサービスの品質保証事項をＳＬＡ要望表にまとめ選定に臨むことを提言した。
（２）事業者の選定基準 事業者の選定基準をまとめたチェックシートを元に選定に臨むことを提言した。
（３）契約の留意点 サービスプロバイダと契約を締結する際に留意すべき事項を示した。

導入後の評価 サービスの評価だけではなく、社内の評価についての重要性を示した。

ガイドライン



LS研：インターネット時代の統合運用管理 

2001年度 研究成果報告書 

 

インターネット時代の統合運用管理 
 

－24 時間戦えますか。眠らない運用管理－ 
 

アブストラクト 

 

１． はじめに 

システム運用管理の役割は、安定稼動の維持、つまりシステム運用中にコンピュータを絶対に停止させな

いことである。特に 近ではインターネットを使用したビジネスモデルが数多く実現する中で「２４時間３

６５日運用」という要件が挙がっている。これらの環境や状況の変化があってもシステム運用部門は「企業

活動を推進する上で必要なデータや情報を、正確かつタイムリーに提供する情報発信基地」としての役割が

求められる。また、システム運用管理に関わる「ＴＣＯ（Total Cost of Ownership）の削減」はあらゆる企

業の永遠なる課題となっている。 

 

２． インターネット時代を迎えての変化 

「インターネット」が普及してきてからは、今までのメディアのような一方通行の情報発信ではなく、企

業だけではなく、一般個人までもが、自由に情報を発信することができるようになった。 

この流れを受けてインターネットの商用利用は企業、政府、個人へと拡がった。 

インターネットを利用したシステムの動向・予測として、まず企業ではインターネットの技術をそのまま

社内システムに持ち込んだイントラネットで、メールやＷｅｂベースの社内情報システムの安価な構築や、

インターネット人口の増加に伴いＢｔｏＢ，ＢｔｏＣなどインターネットそのものを利用したビジネスモデ

ルのシステム化が盛んである。政府は「ｅ-Ｊａｐａｎ戦略」を策定し、ＩＴ基盤を整備し新しい産業の成長

分野を築こうとしている。また地方自治体も含め行政サービスの電子化をはかりサービスの向上と行政機関

の業務改革を目的としている。個人においてはインターネット接続料金の低下と高速回線の普及により快適

な利用環境が整ってきたと同時に、手軽なアクセスができる携帯電話の普及でインターネット利用人口は急

増している。 

 

３． インターネット時代の運用管理 

この章では、システム形態及び運用管理要件の変化に着目し、刻々と変化するシステム環境の中で、シス

テム形態の変化が運用管理要件にどのような影響を与えるかを調べ、我々システム運用部門の対応を明確に

したいと考えた。そこで、我々が担当している業務システム及び幾つかの企業をヒアリングし、その結果の

一部をケーススタディという形で分析した。 

その結果、 

(1) ＥＲＰシステムと既存システムのインターフェース 

(2) 分散環境における運用の複雑さ 

(3) 休日も含めた運用体制の整備 

(4) 障害影響範囲の拡大 

(5) リードタイム短縮による障害復旧時間の短縮 

(6) リアルタイムデータ連携による監視対象の細分化 

(7) ２４時間３６５日稼動システムの運用管理 

(8) マシン数の増加によるコスト増大 

  といった様々な変化に伴う問題点が浮き彫りにされてきた。 

また、この章で幾つかの解決策を提示してあるが、運用管理自体が企業や顧客によって異なる場合がある

ので、あくまでも事例として捉えていただきたい。 
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だが、ここで出てきた問題点については、今後新システムを開発する過程において考慮すべき点が多いと

思われる。システム運用部門から設計・開発部門に対して要求すべき事も含まれているので、是非参考にし

ていただきたい。 

 また、ことで取り上げた事例の解決策は未来永劫解決策として役立つものではなく、システム形態及び運

用管理要件の変化によってその解決策も変わってくる。つまり、将来予想されるこれらの変化を見据えた形

で前もって解決策を検討すべきである。 

 

４． インターネット時代の運用管理 

前章では、システム形態及び運用管理要件の変化に着目し、我々システム運用部門の対応を明確にしてき

た。この章では、今後グローバル化が進む中でシステム運用部門の問題点を、現状の状況を踏まえながら考

察し、我々が何を行うべきかを検討し提案する。 

初に、今まで我々が実施してきた運用管理と今後実施しなければならない統合運用管理の違いを明確に

することを当分科会で定義付け、その上で今後予想される問題点と解決策について議論を進めた。 

問題点については、今現在も問題になっていることを解決しないと次のステップに行けない場合もあるが、

全ての問題点や影響について検討し、解決策を明確化することは、あまりに作業量が多く、一般的な解決策

にとどまる可能性があることから、前章で出てきた問題点の中から特に、今後のインターネット時代に避け

て通れない問題点について検討した。 

検討内容としては、統合運用管理のシステム要件である 

・２４時間３６５日運用 

・リアルタイムデータ連携 

・運用管理費用の削減 

について、整理して取り組みについて述べた。 

取り組みについては、組織的もしくは企業全体で取り組む必要があり、運用に携わっている我々はある程

度のイニシアティブをとって積極的に参画して牽引役を行う必要があるという結論に達した。 

この結論から、これからの企業活動は提供するサービスの品質を確保することが 重要項目となる。この

サービスを提供する情報システムを運用するためにシステム運用部門としては、開発が完了したシステムを

単に維持・管理するだけではなく、高品質を維持し、企業活動を支える運用管理という点に着目すべきであ

る。つまり、企業・顧客サービスの視点を持ち、変更管理を念頭に置いた様々な管理ソリューションや管理

プロセスの実施を通して、様変わりするシステム環境の変化に対応した統合運用管理を実現させることで、

高いレベルのサービスを提供可能となる。 

サービスの安定提供という新しい観点で運用管理を行うことは、システム単位でものを考えるのではなく、

企業として提供するデータが１つのサービスとなって世界中で利用されることを念頭において、今後の統合

運用管理を考えていくべきである。 

 開発部門や運用部門といった垣根を越えて、相乗効果を求める効果的な統合運用管理が必要となってきて

おり、我々もその一翼を担うべき作業に従事することで新たなフレームワークを構築することが我々システ

ム運用部門に課されら使命である。 

 後に、当分科会では、作成した成果物を今後のインターネット時代の統合運用管理に携わる人に参考に

していただければ幸いである。 
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インターネット時代における IT リテラシー教育 
 

－2005 年企業を支える IT リテラシー－ 
 

アブストラクト 

 

１．背景（現状と問題点） 

 まさに「インターネット時代」が到来した。インターネットはその急速な普及により、企業をとりまく環

境に大きな影響をもたらしている。電子メール・電子会議・電子入札・電子商取引など、あらゆる業務が電

子化・高速化され、モバイル・ＳＯＨＯなどのオフィス環境も変化している。ビジネススタイルそのものが

急速に変革しつつある現在、社員のＩＴリテラシーは企業経営において重要なカギとなる。しかし、システ

ム部門でＩＴ教育に携わる当分科会メンバーは、日々利用者から寄せられる初歩的なトラブルや問い合わせ

に対応する、いわば社員の“おもり”に追われている。不注意によるパソコンの破損、バックアップ未取得

によるデータの損失、メールの誤送信や情報漏洩など、現場ではこれらの行為が何の違和感・罪悪感もなく

行われているのである。 

 我々は変革し続ける企業環境と社員の現状を比較し、その大きなギャップに強い危機感を抱いている。Ｉ

Ｔリテラシーの未熟・認識不足により発生する企業の信用失墜、損害賠償請求などのトラブルを未然に防ぎ、

また、将来のＩＴ社会で勝ち残る企業となるためには、社員一人一人へのＩＴリテラシー教育が急務である

と考えた。 

 

２．研究目的と手順 

上記現状と問題点を踏まえ、右記のような手順でイ

ンターネット時代におけるＩＴリテラシー教育を研究

した。また作成する教育カリキュラムは各社へ適用で

きることを目指した。                       研究目的と手順 

 

３．教育目標と範囲の設定 

 ＩＴリテラシーは一般的に、ワープロや表計算を使いこなす能力と考えられている。しかし当分科会では

情報技術が変革する中でより広いスタンスで捉える必要があると考え、「ＩＴを利用する際の総合的な情報

資源活用能力」と定義した。そして企業人として必要なリテラシーを洗い出し、次の３つに分類・整理した。 

(1) 情報活用リテラシー      ：情報収集・分析・判断能力 

(2) ＩＴツールリテラシー     ：ワープロや表計算で資料作成する操作能力 

(3) ＩＴルール＆マナーリテラシー：インターネットや電子メールを利用する上で必要な基礎能力 

 

さらに我々は少し先を見据えた教育を研究するため、

２００５年の近未来を想定し、リテラシーの分析を行っ

た。その結果、今後の教育の必要性が高く、業種や企業

に依存せず、全社員一律に求められる「ＩＴルール＆マ

ナー」の教育が最も重要であると確信し、次の教育目標

を掲げて研究を進めることとした。 

 

教育目標：「全社員がＩＴルール＆マナーを習得し、 

将来の企業競争に勝ち残る」 

                             ＩTリテラシーの分類と必要性 

情報活用 ＩＴツ ール
ＩＴル ール
＆マナ ー

教育 の
必要 性

業種 企業
依存 度

対象階層

高い 低い 高い

高い 低い 低い

管理 職～
経営 者層

担当 者～
管理 者層

全層
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４．教育カリキュラム 

教育カリキュラムの作成にあたり、必要ス 

キル項目の抽出と教育スタイル（形式）の検 

討を行った上でプロトタイプを作成し、メン 

バー各自、自社へ持ち帰り試行した。試行結         教育カリキュラム作成手順 

果を踏まえ改善を行い、「ＩＴルール＆マナー 

・クリニック」と名づける教育カリキュラムを開発した。全社員を対象とした必須教育、継続実施などの要

件を実現するため、e-Learning による教育カリキュラムとした。 

 

ＩＴルール＆マナー・クリニック 必須要件 
要件 (1)全員対象必須教育 

(2)継続実施 
(3)内容の更新が容易 

(4)仕事の一部として実施 

対象スキル (1)セキュリティ 

(2)ネチケット・ルール 

(3)関連法規 

仕様（特長） (1)自分の席、自分のパソコンを利用した自習形式 

(2)就業時間中に実施可能な所要時間（３０分程度） 

(3)Ｗｅｂによる教材（更新が容易、ペーパレス） 

(4)実施期間・時間は、利用者が自由に決定 

(5)何度も繰り返し実施 

(6)Ｑ＆Ａ形式による親しみやすい画面の流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＩＴルール＆マナー・クリニック（画面のイメージ） 

５．推進方法 

 「ＩＴルール＆マナー・クリニック」が、社員のＩＴリテラシーを高め、企業競争力を向上させるために

は、全社員の受講を徹底するとともに、継続して実施することが重要である。刻々と変化するＩＴ環境の中

で、求められるルール・マナーや法規制も変化していくため、それに見合った適切な社員指導が必要である。

各社へ持ち帰り、本教育カリキュラムを実施するための推進方法について次のように検討した。 

(1) カリキュラム内容（事例・質問・解説）のカスタマイズ： 

   初回は自社のルールなど事例・質問・解説を盛り込み、受講者が親しみやすいよう工夫する。 

   二回目以降は、状況に応じて項目の追加・継続・削除を検討する。 

(2) 推進体制の確立：ＩＴ教育推進責任者（役員）、ＩＴ教育推進委員会（実行部隊）、ＩＴ相談窓口（ヘ 

ルプデスク）を設置し、全社を挙げて取り組む体制を確立する。 

(4) 結果のフィードバック：結果はクリニック実施後に画面に表示、責任者へも自部門の進捗状況をフィ 

ードバックする。 

 (4)全社へのＰＲ：全社通達や社内ポータルサイト、社内会議で定期的ＰＲする。 

(5)推進の具体案：企業の風土や体制を考慮し推進方法を決定する。当分科会では、以下の３案を提案する。 

a)健康診断との抱き合わせ作戦 b)人事評価制度への組込み作戦 c)ＩＴ利用ライセンス制の導入作戦 

 

６．まとめ 
ＩＴ環境は、想像を絶する速さで変化している。我々の企業も様々な分野でＩＴの恩恵を受け、日々の業

務を進めているが、「いくら技術が進歩しようとも、利用するのは我々人間である」ことを忘れてはならない。

企業が経営の根幹となるＩＴリテラシー教育を疎かにし、最新の技術だけを追い求めたとき、激化する企業

競争に勝ち残ることは出来ない。もし、“勝ち残る企業”を本気で目指すのであれば、まず、自社のＩＴリテ

ラシー状況を把握し、徹底した企業内教育の整備を行うべきである。 

 

必須スキル項目 

教育スタイル（形式） 

各社持ち帰り試行 プロトタイプ作成 改 善 

　　　　

修了証

　　　　

終了

スキル結果
（１０問正解／１５問）

問題 問題 正解
あなたの
答え

問１ ○○○○ いいえ いいえ

問２ ○○○○ いいえ はい

結果の再表示結果の再表示

　　　　

修了証

　　　　

修了証

　　　　

終了

スキル結果
（１０問正解／１５問）

問題 問題 正解
あなたの
答え

問１ ○○○○ いいえ いいえ

問２ ○○○○ いいえ はい

結果の再表示結果の再表示

　　　　

終了

スキル結果
（１０問正解／１５問）

問題 問題 正解
あなたの
答え

問１ ○○○○ いいえ いいえ

問２ ○○○○ いいえ はい

結果の再表示結果の再表示

　　　　　

ＩＴルール＆マナー

クリニック

スタート

趣旨説明趣旨説明
　　　　

確認

事例事例

ルール・マナー

○はい○いいえ

問題１問題１ 　　　　

次へ

ルール・マナー

正解：はい

問題１問題１

解説解説

１５問繰り返す

　　　　　

ＩＴルール＆マナー

クリニック

スタート

趣旨説明趣旨説明

　　　　　

ＩＴルール＆マナー

クリニック

スタート

趣旨説明趣旨説明
　　　　

確認

事例事例

ルール・マナー

○はい○いいえ

問題１問題１　　　　

確認

事例事例

ルール・マナー

○はい○いいえ○はい○いいえ

問題１問題１ 　　　　

次へ

ルール・マナー

正解：はい

問題１問題１

解説解説
　　　　

次へ

ルール・マナー

正解：はい正解：はい

問題１問題１

解説解説

１５問繰り返す


